
第５章

魅力・元気・文化を誇れるまち



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

新たな創業により地域経済
の活性化及び産業と技術
革新の基盤の底上げに貢
献した。

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

本事業を通して市内商業
の発展に貢献している。

どのように貢献したか

異業種間、事業者間の連
携による新たな付加価値を
有する商品やサービスの
創出に寄与した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内に新たな企業を誘致
することで、所沢市の経済
成長へ繋げることができ
る。

512
産業
振興
課

R4目標

H24～

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や補助金に
より製造業や都市型産業等（情報通信業、アニメーション・
コンテンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施設、社員２０人以上の本
社等）の立地・拡大の推進及び育成を行い、市内経済の活
性化、雇用の創出、税収の増加を図るものである。

0.57 人

6件

①6件

②20件

③5件
期間

会年職
員等

0人

法定受託事務

4,411千円

事業の種別

法定受託＋附加

958千円

R2予算現額

R2実績

6,384千円

3件

4,656千円 R3実績

6件 6件

5件

①企業立地等奨励金の交
付件数
②工場等の立地相談対応
件数
③都市型産業等育成補助
金の交付件数

企業立地等奨励金の交付件数

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

5,941千円 4,478千円

R3決算額（見込み）

25,809千円 25,638千円

0.80 人

A

事業の目的達成に向けて、成果が
出始めているため。

R3年度に改善した点

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上あ
ることを目標とし、交付件数を年度ごとに１件づ
つ加算した。

埼玉県（企業立地課）との情報共有を図
り、埼玉県においても、所沢市への企業誘
致活動を共同で行っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

現在の課題：企業誘致のためにさらに周知
が必要である。
今後の取組：引き続き関係機関と連携し、
企業誘致活動を実施する。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

目標値に対して100％以上の成果
が出たため。

5,825千円

0.54 人

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

産業
振興
課

重要

農商工連携推進
事業

期間

H23～

企業誘致活動推
進事業

根拠法令

所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則
所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

自治事務

R2予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

事務事業名称 事業概要（全体）

実施計画ランク

R2決算額 指標名

最優先

1,350千円

産業競争力強化法

R2その他職員
従事割合一

般

3件

①35団体

②14団体

③7件

A

目標設定の考え方・根拠

R2目標

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

180千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 コロナ禍及びポストコロナでも有効な市の
支援方法について、さらに考察を行うこと
が必要。

R3実績

7件3件

R2予算現額

45千円

0人

R3年度に改善した点

特になし

根拠法令 R3決算額（見込み）

「農商工連携のためのきっかけづくり交流
会」を感染拡大防止のためオンラインで開
催した。農業者5団体、商工業者15団体が
参加。また、「参加者プロフィール冊子」を
作成し、オンラインに参加できなかった事
業者を含む参加者全員35者に配布した。

支援事業に参加した事業者同士の連携により、
実際に新商品や新サービスの創出につながった
件数

R2実績

298千円

3件

0.73 人

法定受託事務

一
般

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交換・ビジネ
スマッチングの機会として「農商工連携のための勉強会」、
「農商工連携のためのきっかけづくり交流会」を開催し、地
元農産物などを活用した新たな商品やサービス等の創出
を図るもの。

R2その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

R2正規職員
人件費

計画
コード

514

農商工連携により創出された新事業数

R2決算額 指標名

自治事務

513
産業
振興
課

実施計画ランク

地域における創業者を支援し、地域の活性化、雇用の確保
を図ることを目的として、開業ゼミナール、開業カフェ、専門
家による無料個別相談会等、産業競争力強化法に基づく
創業支援等事業計画に沿って、商工会議所等と共に事業
を展開するもの。

R3その他職員
従事割合

400千円所沢市商業経営者グループ研究事業補助金交付要綱

393人

事業の種別

一
般

新型コロナウイルスの影響を考慮し、非対
面方式支援策の考察を含め、今後も商工
会議所及び創業・ベンチャー支援センター
埼玉とも、密に連携した創業支援事業を展
開していく必要がある。

新規創業等支援
事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナウイルス感染症の影響から、予定して
いた開業ゼミナールや個別相談会が中止になっ
たこと、市のワンストップ相談窓口の利用が少な
かったことなどから、件数の目標値と実績との間
に大きな乖離が見られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み393人 157人

R3決算額（見込み）

R3目標

R2実績

新型コロナウイルスの影響により、
計画通りに支援を進められなかっ
たため、目標値の達成はできな
かった。

393人

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

250人

R2決算額

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等
事業計画による創業支援の対象者。

新型コロナウイルス感染症対策として、定
員の縮小、グループワークの見直しなど、
三密を避ける工夫を行った。

法定受託＋附加 1,350千円

R2その他職員
従事割合

0.18 人

1,470千円

R3正規職員
人件費

R3予算現額

R2正規職員
人件費

1,350千円1,350千円

会年職
員等

0人

期間 0.27 人 R4目標

H12～ 2,155千円

①250人

②32人

R3実績

0人
会年職
員等

513
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

商業経営者グ
ループ研究補助
事業 市内商業経営者グループが行う研究事業を募集し、補助

金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有する5名以
上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修費、消耗
品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。H25～

重要 自治事務

R3年度に改善した点

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象研究事業数
予算額400千円（1事業限度200千円×2グルー
プ） 補助対象となりそうな事業や実施に興味が

ある事業者に制度をPRした。0千円

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

-

法定受託事務 法定受託＋附加 400千円 400千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3予算現額

R3正規職員
人件費

0.12 人

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により事業者の研究等の新た
な連携やイベントの実施が困難で
あったことから申請がなかったた
め。

2グループ 2グループ

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

0.01人
会年職
員等

R2決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,062千円
①０グループ

②

③

R3目標 R3実績

市内経営者の育成・商業の発展のため、
引き続き事業を行う必要があるが、補助対
象となりそうな事業の情報収集や市内事業
者への周知を積極的に行う。

R3その他職員
従事割合

R4目標

0.13 人

期間
会年職
員等

R3決算額（見込み）

0人

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

2グループ
0人

R3目標

R2目標

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標 R2実績

2グループ 0グループ

161千円

R3正規職員
人件費

会年職
員等

会年職
員等

3件

R4目標

R3その他職員
従事割合



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

R2その他職員
従事割合

13,000千円

会年職
員等

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

先端設備導入による高効
率な産業基盤の醸成に寄
与した。

どのように貢献したか

小規模事業者支援という角
度からの市内産業基盤の
醸成に寄与した。

県や公庫の融資制度も含
めた柔軟な資金調達方法
の提示により、体力のある
産業基盤の整備に努め
た。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と地域経
済の活性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品や
サービスの開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、その
経費の一部を補助するもの。

0.24 人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

5件

H25～ 3,431千円

R3目標 R3実績

期間 0.43 人

R2目標 R2実績

0人
5件

5件

①補助金交付件数

②補助金交付金額

R3決算額（見込み）
補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱う）

3件

3,000千円 2,476千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円 2,964千円

R3年度に改善した点

事業の目的を達成するために、十分な周知を図
り、一定以上の補助金交付件数を目指す。

中核事業者または中核を目指す事業者の
支援を目的に、地域経済への影響度、生
産性の向上、雇用の増加、収益の拡大、
経営革新計画策定の有無などを採点項目
に設定し、審査を行ったうえで補助金交付
の可否を判定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ポストコロナを見据えた設備更新なども、
本補助金の役割であると認識している。今
後も制度の周知・紹介を行い、広く活用し
てもらうことが重要。また、予算額の増額に
より、より多くの事業者に制度を利用しても
らうことで地域経済の活性化につなげてい
く。

申請件数は8件あったが、補助対象経費の大き
な事業の採択が多かったため、目標値を達成で
きなかった。

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

目標設定の考え方・根拠

521
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱

175,646千円

指標名

R3目標

R3目標

220戸

220戸

指標名

B

目標値を達成できなかった理由が
補助対象経費の大きな事業を採択
したことにより、交付件数を増やせ
なかったものであるため。

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

S25～

所沢商工会議所
補助金

重要

期間

市内の商工業振興において重要な
役割を担う団体として引き続き補助
を行う必要がある。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

R3決算額（見込み）

所沢商工会議所補助金交付要綱 13,000千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

143,682千円

R3年度に改善した点

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た市内事業者の支援策について会議所と
市で協議した。

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し

て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

市内唯一の地域総合経済団体として、新
型コロナウイルス感染拡大により甚大な影
響を受けた市内経済の復活を行っていくこ
とが喫緊の課題である。市としても情報共
有など連携していく。

目標設定の考え方・根拠

B

0.05 人 R4目標
会年職
員等

0人

13,000千円

0.12 人

①経営改善普及事業の巡
回窓口相談件数
②経営改善普及事業の講
習会等の開催による指導
件数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）

R2実績

980千円

R3正規職員
人件費

R3実績

95,989千円

根拠法令

13,000千円

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

0人

144,624千円

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3予算現額

R2正規職員
人件費

399千円 196,364千円

R3目標

R3その他職員
従事割合

①3,901件

②369件

③3,095者

522
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融資
制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に対
し利子補給を行う。

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要

目標設定の考え方・根拠

2,846千円

1,827千円

0件会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

R2その他職員
従事割合

年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事業
者の数を示す。

利子補給制度の周知チラシについて、効
果を高めるための工夫を行った。

R2目標 R2実績

10件

新型コロナ感染症対策として、実質無利子・無担
保の融資メニューが国県等により設置されたこと
から、市制度融資の利用が少なかったと思われ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

10件

10件

2,940千円

①7,000,000円

②1,827,600円

コロナ不況からの回復支援策の一つとして、埼
玉県および公庫融資の設備資金利用者に対す
る利子補給を継続し、設備投資を行う意欲的な
事業者への発展を支援する。また、市独自の融
資件数が減少しているため、予算、人員、金融
機関との調整等を含めて、総合的に在り方を検
討していく必要がある。

R4目標

C

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、コロナ対策として設けられた有
利な融資制度を利用した事業者が
ほとんどであったため、市の制度融
資利用者が少なかった。

R3年度に改善した点

融資制度新規利用件数

R2決算額

中小企業融資事
業 0.36 人

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融資利子
補給金交付要綱、外

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円

0.31 人

S48～ 2,474千円

5,000千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

0人

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,200千円 1,065千円

事業参加農家数

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み会年職

員等
0人

R2目標

1,436千円

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円 1,109千円

事業の目的及び具体的な内容

①105戸

②59戸

③60戸

R3その他職員
従事割合

S

令和３年に国が策定した「みどりの
食料システム戦略」の中で、有機農
業の取組面積割合の拡大等が目
標値として掲げられた中、既に環境
に配慮した取組を進めている事業
において、昨年度実績より参加数
を増やしながら進めることができ
た。

R2実績

フェロモントラップ実施団体への説明方法
を見直し、事業の効率化を図った。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

事業趣旨を再度見直し、よりニーズの高い
品目や方法を探る。

どのように貢献したか

目標設定の考え方・根拠

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことを当該事業の目的としているため、事業
の参加農家数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、維
持・向上を目指す数値を設定する。

１５．陸の豊
かさも守ろう

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

0.18 人 220戸 216戸

農薬・肥料等の使用抑制に
よる環境負荷の低減

224戸

①フェロモントラップ設置農
家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム

根拠法令 R3決算額（見込み）

期間 0.18 人
会年職
員等

0人
R4目標

目標達成済

1,470千円

H14～

環境にやさしい農
業推進事業

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

R3予算現額

指標名R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R2決算額

会年職
員等

①3件

②2,476千円

1,960千円
0人

R4目標

5件

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3実績

R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

2件
R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

Ｈ27～ 878千円

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の担
い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化の
ため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地の
賃借料の一部を補助し、支援する。

R3正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

5,000㎡

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

6,519㎡

３．すべての
人に健康と

福祉を

R3年度に改善した点

新規に就農してから3年目までの新規就農者が、
該当する年度中に新規に借り受ける予定の農地
面積（賃貸借+使用貸借で、更新面積は含めな
い）を目標として設定した。

新規就農者の意欲と今後の発展を見込
み、面積の広いまとまりのある農地を探
し、積極的に紹介できるように情報収集を
行ったことから、令和４年度以降、新規にま
とまった借受地が増える予定である。

事業の目的及び具体的な内容

①0件

②12,895㎡（補助額46,000
円）

③

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

R3実績

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標

農地の確保が難しい新規就農者へ
の支援を積極的に展開し、新規の
借受面積を増やしたことにより、今
後の農業の発展に寄与するもので
あると考えられる。

新規就農者を増やすために、毎年実施し
ている就農相談会や、通年行っている就農
相談の内容等をさらに充実させ、相談者が
就農したいと思える環境づくりを進めなが
ら、農業者の経営規模拡大を支援する。

期間

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

Ｈ27～

新規就農円滑化
推進事業

R2その他職員
従事割合

R3目標

5,000㎡

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱

重要

R2正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

農地所有適格法
人等支援事業

指標名

農地所有適格法人等規模拡大面積

66千円

0人

根拠法令

0人

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、賃貸借により耕作面積を拡
大した際に、農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.37 人 5,000㎡

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡

①３法人

②15,395㎡

③
R4目標

農地拡大を検討している法人やこれから農
業に参入する意思のある法人からの相談
があった場合に、農地貸借のマッチングや
本事業の活用を勧める。

R3実績

S

参入希望の法人に対して、県や農業委員
会と連携し、適切な指導を実施した。また、
本事業を活用していない法人に連絡をと
り、本事業を活用して更なる農地拡大を検
討するよう提案をした。

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

23,817㎡
R3正規職員
人件費

3,022千円

目標達成済

54,603㎡会年職
員等

８．働きがい
も経済成長

も所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱 190千円 105千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

R3決算額（見込み）R3予算現額

１５．陸の豊
かさも守ろう523

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.31 人

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

Ｈ24～ 2,474千円

①対象法人数

②対象面積

③

一
般

期間

重要 自治事務

会年職
員等

0人

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加 130千円

0人

R3正規職員
人件費

R2予算現額

農業経営を開始した49歳以下の独立・自営農業者で、人・
農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられ
ている、または、位置付けられることが確実と見込まれてい
る青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安定化
を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

0.32 人

２．飢餓をゼ
ロに

６人 ６人

R2その他職員
従事割合

２．飢餓をゼ
ロに

R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

新規に参入した法人による遊休農
地の貸借等により、農地の維持及
び地域農業の活性化に寄与した。

R3年度に改善した点

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

６人

R3実績
就農に向けた相談では、県と連携して丁寧
に対応し、就農後においても適切な指導を
行った。
今後も周辺農業者との良好な関係が築け
るよう支援していく。

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標 R2実績

どのように貢献したかR3目標

８．働きがい
も経済成長

も
農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開始資金
事業実施要領

7,800千円 7,500千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）R3予算現額

R3年度に改善した点

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増
加という諸課題を解決するため、新たな担い手として
独立自営就農を行う新規就農者及び新規就農を前提
とするいるま地域明日の農業担い手育成塾生の人数
を目標として設定した。

昨年度と同様、就農相談や制度説明だけ
でなく、実際に新規に就農した方への訪問
や体験談などを聞くことにより、様々な観点
から就農に向けた検討が行えるよう、就農
希望者に声を掛けてきた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

新規就農を目指す意欲ある青年の
育成が順調に進み、研修の仕組み
である「いるま地域明日の農業担
い手育成塾」に４名が参加している
など、新規就農者を確保していく体
制が整っている。これは、就農相談
会への参加や、適切な就農相談の
受付など、就農支援に向けた施策
に積極的に取り組んだ結果であ
り、今後も継続して行っていく予定
である。

S
経営開始資金事
業

４人

①５人

②

③
R4目標

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 12,000千円

R3その他職員
従事割合

R3目標

自治事務

３人

①交付対象者人数

②

③

新規就農者数及び研修者人数

R2決算額

根拠法令

11,195千円

目標設定の考え方・根拠

2,450千円

654a

R2決算額

1,000a

指標名

R2その他職員
従事割合

785千円

R3決算額（見込み）

R2予算現額

根拠法令

R3年度に改善した点

化学肥料・農薬等の影響による環境負荷を低減
するために、環境保全型農業に取り組んだ面積
を指標とする。

有機農業行っている農業者に、当交付金
の案内を積極的に行い、受給者を増やし
た。
（交付金対象者：令和2年度4人→令和3年
度5人）

農薬・肥料等の使用抑制に
よる環境負荷の低減

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取組みを実施する農業者同士の交流機会
が少ないため、意見交換等の機会を設け、
取組みを推進していけるよう検討する。

S

0.20 人 R4目標

目標達成済

どのように貢献したか

1,596千円

①1,000a

②

③

法定受託事務

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

1,200a

666a

自治事務

1,200千円 1,200千円

化学肥料・化学合成農薬を用いな
い有機農業は、環境への負荷が少
ない一方、農業者にとっては高度
な手法が要求されるものである。
年々取組面積が増加していけるよ
う、引き続き農業者の取組等の支
援を行っていく。

800千円

指標名

会年職
員等

0人

1,000a

R2正規職員
人件費

期間

法定受託＋附加

環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

重要

H24～

環境保全型農業
直接支払交付金
交付事業

R3その他職員
従事割合

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等による環
境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上が図られるよ
うな農業者の取組等に対し支援を行う。農業者が行う地球温暖化
防止、生物多様性保全等に資する取組が対象となる。化学肥料、
化学合成農薬を都道府県の慣行レベルから原則５割以上低減す
る取組とあわせて、①～③のいずれかの取組ひとつを選択して実
施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資す
る施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しない農業）の取組

0.30 人

2,614千円

①有機農業の取組面積

②

③

環境保全型農業に取り組んだ面積

R2目標 R2実績

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１５．陸の豊
かさも守ろう

一
般

5,000㎡

S

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

会年職
員等

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

新規に参入してから3年目までの農地所有適格法人等
が、該当する年度中に新規に借り受ける農地面積（賃
貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を目標として
設定した。
（補助対象外の法人も含む）

R2実績

R3予算現額

878千円

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積
拡大

③

新規就農者の規模拡大面積

450千円

R3目標値が未達成の理由・分析

0.11 人

242千円

R3決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

46千円

R2実績

200千円

R2決算額R2予算現額

6,376㎡

R4目標0.11 人

0.32 人

2,614千円

会年職
員等

0人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

1,620千円

会年職
員等

0人

0人

R2目標

会年職
員等

R3実績

50人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止の観点から、令和２年度の講演会は中
止としたものの、令和３年度については感
染拡大防止対策を取りながら開催した。

農業者の経営改善に資する最新情報や農
業者が欲する知識など広く情報を収集し、
これらの知見を農業者に発信することで意
義ある講演会にするよう努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観
点から、対面での参加に消極的な認定農業者の
方が多かった。（272名へ通知）

0人

R3目標

50人

0人

50千円

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｈ8～

重要 自治事務

農業経営基盤強化促進法

法定受託事務

期間 0.13 人

事業の目的及び具体的な内容

88千円

認定農業者制度は、「農業経営基盤の強化の促進に関す
る基本的な構想」に示された農業経営の目標の達成に向
けた「経営改善計画」の認定を受けた認定農業者が計画を
実現するための方策に対して、重点的に支援措置を講じる
もの。

0.27 人

1,037千円

R3正規職員
人件費

R2決算額R2予算現額

認定農業者育成
事業

根拠法令

2,205千円

法定受託＋附加

R3予算現額

R2正規職員
人件費

薬剤の適切な使用により、
安定的な食料供給に貢
献。

500戸

関係機関と情報共有・調整を図りながら、
新たな薬剤等を補助対象に加えるととも
に、補助率が30％をかなり下回っているこ
とから予算の増額などについて検討する。

①１回

②

③

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

S

23名

感染力が強いさといもの病気について、情
報媒体（市ＨＰ、ほっとメール、広報等）を用
いて注意喚起を図った。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

８．働きがい
も経済成長

も

R2実績

C

目標設定の考え方・根拠

農業者の意欲向上。

どのように貢献したか

目標は未達だが、アンケートからは
参加者の反応が良好であり、参加
した農業者の意欲向上の一助に
なったと考えられる。

R3年度に改善した点

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

507戸

認定農業者等講演会における認定農業者の参
加人数

50人

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

認定農業者の経営改善に向けた意欲向上を目
的とした講演会であるため、講演会に参加した認
定農業者等の参加人数を指標としている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

２．飢餓をゼ
ロに

500戸

どのように貢献したか

病害虫防除に関する情報や薬剤
の適切使用について、必要な情報
発信を行った。

R3年度に改善した点

R3実績

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数
を指標としている。目標値としては、事業主体か
らの申請に基づき実施するため、申請見込みの
農家戸数としている。

523

重要 自治事務

482戸

会年職
員等

0人

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺地域での環境問題の発生防止を
図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

薬剤補助を受けた農家戸数

R2目標事業の目的及び具体的な内容

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.12 人

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

期間

0.14 人

958千円S63～

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興総合対
策要綱

病害虫防除対策
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

1,144千円

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

家畜伝染病を予防に寄与
することにより、安定した食
料供給に貢献。

2,080頭

家畜防疫事業に対する補助を継続し、引き
続き家畜伝染病等を防除していくとともに、
環境問題の発生防止の支援に努めてい
く。

①1,061件

②70件

③1,316件
R4目標

R3実績 どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

法定受託＋附加 1,620千円

R2決算額

法定受託事務

1,620千円

1,835千円

１．貧困をな
くそう

家畜防疫対策については、CSF（豚
熱）のワクチン接種が年間を通して
適宜実施され、また、薬剤等購入
に新たな品目の追加したことによ
り、病気感染対策の抑制に効果を
発揮した。

２．飢餓をゼ
ロに

731千円

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③豚熱予防接種

実施頭数の合計

R3目標

859千円

①補助実施戸数

②

③

R2実績

目標達成済

目標達成済

１．貧困をな
くそう

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R2決算額 R3年度に改善した点R2予算現額

家畜伝染病及び周辺環境問題の発生防止を図
ることを目的としているため、予防接種の実施頭
数を指標としている。
令和３年度からの目標値として、家畜（牛・豚）の
既存の予防接種の他に、豚熱の予防接種数を追
加している。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

S

606頭 1,036頭

指標名 目標設定の考え方・根拠

一
般

家畜防疫対策事
業費補助事業

0.12 人

期間 0.23 人

980千円

S62～

根拠法令

900千円

期間 0.37 人

事業の目的及び具体的な内容

H20～ 2,953千円

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する施
設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環境
にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その他
農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械の整
備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり総事
業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。ただ
し、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.49 人

4,002千円

認定農業者等経
営改善推進事業

事業の目的及び具体的な内容

家畜防疫や環境問題の発生防止に使用す
る薬剤等購入に対する補助対象に新たな
品目を追加することで事業利用の活性化
を図った。

R3その他職員
従事割合

R3目標

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

900千円

R3決算額（見込み）

0人

R3予算現額

21件

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

R3実績

14件

R2実績
S

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

地域農業の中心的な担い手となる認定農
業者の経営改善を推進するため、引き続き
農業者団体等に事業の周知を図っていくと
ともに、より多くの方が事業の利用をできる
ように予算の増額も検討していく。

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

導入2年後に実施した調査票から、
休日数や収入の増加した旨の回答
が多数あり、認定農業者の経営を
改善する上でも有効な事業と考え
られる。

R3年度に改善した点

導入2年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値は、令和4年3月末時点での認定農業者
数が179人であり、認定農業者数の確保目標で
ある170名を超えていることから、前年度同様、
17名とした。

若手農業者向けの補助制度を統合するこ
とにより予算を拡充し、事業の充実を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

農業経営の改善により安
定した農作物の供給を可
能にした。

目標設定の考え方・根拠

21,150千円

R2決算額

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経営
改善推進事業実施要領

21,150千円 21,085千円

２．飢餓をゼ
ロに

指標名

根拠法令
機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

16,559千円

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

優先 自治事務 ①気象条件に左右されな
い農業施設

②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械

③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械R2その他職員

従事割合

R3予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

17件

12件

500戸

R3決算額（見込み）

0人

R3決算額（見込み）

R2目標

R2正規職員
人件費

①2件

②19件

③0件
R4目標

17件

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R2目標

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

1,620千円

R3決算額（見込み）

1,600頭 2,447頭

①507件

②

③

34千円

R4目標

R3その他職員
従事割合

①講演会の開催

②

③

会年職
員等

80千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

R2決算額

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

0人

R3その他職員
従事割合

165千円

R3決算額（見込み）

157千円

R3年度に改善した点

・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィー
ルドを提供及び大学の知
的資源を農業者、市民に還
元。

事業の目的及び具体的な内容

４．質の高い
教育をみん

なに

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して、
都市農業の重要性を再認識し、農業の担い手の育成・確
保や将来の農業経営にかかる問題解決に取り組むととも
に、市民に対しては、家庭菜園教室などを通じて「農のある
まちづくり」の推進を図る。また、東京農工大学と本市の若
手農業者や先進農家の交流を促すことにより、農業振興を
図る。

0.27 人 4回

どのように貢献したか

‐ 149千円 133千円

２．飢餓をゼ
ロに

S

1回

法定受託事務

①４回

②４種

③
0.16 人

4回 4回

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

0人

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

①イベント等実施回数

②委員等委嘱数

③

連携・交流の取組みの実施回数

R3目標

R2目標 R2実績

７回

東京農工大学の持つ知的資源を当市の農
業生産技術の向上にうまくつなげられてい
ないため、今後は実験ほ場や導入方法の
変更などを検討し、実施していく。

連携の一環として、所沢市農業委
員会委員、所沢市産業振興ビジョ
ン推進会議委員など各種委員の立
場により、同学の知見を提供いた
だいている。連携・交流の取組みを
積極的に実施し、イベントや講習会
を通じて農業者だけでなく、市民に
も大学の知的資源を還元してると
ころである。

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

Ｈ25～

期間

法定受託＋附加

-

自治事務

S58～ 798千円

令和2年度においては、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、イベント、交流の
取組が実施できなかったが、令和3年度に
おいては、会場での新型コロナウイルス感
染症対策を行い、イベント等を実施するこ
とができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、婚活
セミナーを２回しか開催することができなかった
ため。

0.10 人

R3年度に改善した点

農業後継者を育成等する
ことにより、安定的な食糧
供給に貢献。

30人

①2回

②25人

③
R4目標

R3実績
今後も、セミナー等を開催し、農業者の婚
活や農業経営への意欲の向上を図ってい
くとともに、農業サポーター事業の拡大の
ため、農業者や市民の方へ周知ＰＲを行っ
ていく。

R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円

R2決算額

８．働きがい
も経済成長

も
所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

530千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

指標名

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、セミナーの回数を減
少したため、目標に達することがで
きなかった。

どのように貢献したか

530千円

コロナ禍で事業が思うように開催できない
中、婚活セミナーを開催し、市内若手農業
者の婚活支援を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み50人

①研修、交流会、イベント
開催数

②農業サポーター人数

③

R3予算現額

R2正規職員
人件費

30人

会年職
員等

0人

根拠法令 研修、交流会、イベントへの参加人数

R3目標

0人

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

2,205千円

20人

重要

523
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

農業後継者育成
確保推進事業

期間

重要

1,277千円

R2その他職員
従事割合

530千円

1,634千円

R2目標

30千円

目標設定の考え方・根拠

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との
交流をする機会を増やすことで、生産者や農作
物とふれあい、農業に対する理解と関心を深め
てもらうことができるため、交流会等の参加者数
を指標とする。

R2予算現額

どのように貢献したか

現地調査及び是正指導を
実施し、耕作再開を促し
た。

どのように貢献したか

農業者に役立つ情報を発
信した。

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

周知すべき内容を適時掲載できるように努
め、より一層読み手が興味を持てる広報紙
を作成していく。

100.0%100.0%

優先

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と

福祉を

523
「農委だより」発行
事業

指標名R2決算額

R3目標

根拠法令 R3決算額（見込み）

100.0%

R2実績

440千円

事業の種別実施計画ランク

農業
委員
会事
務局

指標名

80.0%

R2目標

R4目標

R4目標

S

R3年度に改善した点

R3実績

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

情報を効果的に伝えるため、文字情報に
加え、表組・図・写真等を配置し、読みやす
い紙面構成に努めた。

目標達成済

自治事務

①2回

②2,174戸

100.0%

416千円

R3その他職員
従事割合

471千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合一

般

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、市内農業者に郵送にて送付する。併せて、
いるま野農業協同組合各支店や各まちづくりセンターに配
架するとともに、市ホームページに掲載する。 会年職

員等

法定受託事務 法定受託＋附加 131千円

0.14 人

1,144千円

法定受託事務

1,037千円

法定受託＋附加 472千円

農業委員会等に関する法律

優先

131千円

R2予算現額

期間 0.13 人

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令

S53～

自治事務

R3予算現額

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

遊休農地になりやすい傾向がある市外所
有者に、調査の実施前に通知を送付し、維
持管理を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み84.9%80.0%

S

R3実績

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

①遊休農地調査面積

②是正面積

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

81.5%

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

R2目標

R3目標

80.0%
農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

①1,022,168㎡

②833,271㎡

会年職
員等

農地法

5,267千円

期間

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

5,473千円

H11～

事業の目的及び具体的な内容

0.67 人

会年職
員等

0人

0.20 人

R3決算額（見込み）

R3決算額（見込み）

今後も強固な連携を図っていくため、官学連携協
定に基づき実施予定である、研修や交流会、イ
ベントの取組回数を指標とした。
令和４年度は「農のあるまちづくり」の推進を目的
とし、東京農工大学の名誉教授を講師とした市
民向け家庭菜園教室の実施回数を増やす。

R3その他職員
従事割合

137千円

R2決算額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

0人
会年職
員等

R2予算現額

会年職
員等

0人

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

0.66 人

R3その他職員
従事割合



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

農地を必要とする担い手に
あっせんした。

どのように貢献したか

農地情報を一筆ごとに整理
し、最新の状態に更新し
た。

２．飢餓をゼ
ロに

R4目標

20,000㎡

法定受託＋附加

所沢市農地サ
ポート事業

事業の目的及び具体的な内容
523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

24,881㎡

法定受託事務優先

根拠法令

所沢市農地サポート事業実施要綱

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

0.08 人

653千円

R3年度に改善した点

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、近隣市町
の農業委員会とも連携しながら、農地の流
動化を図る。

0千円

R3決算額（見込み）

0千円

0千円

0.11 人

将来に向けての営農意向を調査・整理し、
農地の流動化に活用した。

R2目標

R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治事務

S

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提供
するとともに、農業委員・農地利用最適化
推進委員により出し手と受け手の利用調
整を図った。

R2目標

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標値
とする。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

60,593㎡①10件

②60,593.25㎡

20,000㎡

R3目標

0.39 人

農地基本台帳情
報整備事業

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

期間

H22～ 878千円

2,245千円優先

期間

法定受託事務

根拠法令

2,245千円

一
般

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

0.46 人

3,186千円

法定受託＋附加

3,671千円

農業委員会等に関する法律

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムは現在稼働中のシステムと機能が大
きく異なるため、現行システムと並行稼働
し、農地情報を引き続き適正に管理してい
く必要がある。

目標達成済

R2その他職員
従事割合

S

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

100.0%

R2実績

2,005千円

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

2,006千円

R3目標値が未達成の理由・分析

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

523

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

100.0%

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2予算現額

R3予算現額

H27～

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

R2正規職員
人件費

利用集積農地面積（㎡）R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

20,000㎡

R3実績

0千円

R3正規職員
人件費

R3実績R3目標

100.0%

R2正規職員
人件費

①18,150筆

②18,150筆 R4目標

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

会年職
員等

会年職
員等

0人

0千円

59,622千円

会年職
員等

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

0人

R2その他職員
従事割合

駐車場の安定的な管理運
営により、地元商店街の利
便性を確保している。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

特産品の販売、ＰＲを行っ
た。イベント時に所沢産野
菜の特設販売を行った。観
光情報を発信し、市内観光
業等の支援につながった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

中心市街地のにぎわいづく
りに貢献している。

どのように貢献したか

コロナ禍において苦境に立
たされている飲食店の集客
に結び付くよう、チラシやポ
スターを施設内に配架・掲
示した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により申請がなかった。また、
当補助金の条件としている中心市
街地の商店街及び中心市街地商
業活性化拠点（野老澤町造商店）
との連携したイベントについても、
各団体のイベントも中止となった。

653千円

R2決算額

6,250千円

補助対象事業数

112.9%

R3実績

112.8%

管理委託料に対する収入割合

-

R2決算額 指標名

0千円
①補助対象事業数

②

③
R2目標 R2実績

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託＋附加 400千円

中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

400千円

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組みの
支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施され
る商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に対
し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

0.08 人

319千円

R3予算現額

2件 0件

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
申請が無かったため。

①０件

②

③

R3目標 R3実績

2件

事業の種別

H26～

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、イベント実施が困難であったが、随
時、当補助金制度の案内を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より申請が無かったほか中心市街地イベ
ントの固定化が見受けられるため、今後は
当補助金事業について見直しを行う。

目標設定の考え方・根拠

-

予算額400千円（1事業限度200千円×2事業）

0件

期間

0件

0.04 人

一
般

根拠法令

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要綱

一
般

期間

531
商業
観光
課

実施計画ランク

根拠法令

会年職
員等

0.01人

H16～

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の拠
点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの開
催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃借
料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会議所
負担分：1,250千円)】

中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

目標設定の考え方・根拠

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱

3,782人

2,940千円

指標名

R2目標

6,250千円

R3その他職員
従事割合

23,450人 6,302人

0.32 人

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年実施し
ている上半期の全てのイベントの縮小開催が決定して
いること、ワクチンの接種状況を鑑み、下半期のイベン
トについても縮小開催が想定されることから、来場者
数及び参加者数について、R2年度目標値の50%とし
た。

イベントが中止から縮小開催へと移行する
なかで、コロナ後に向けてイベントに必要
なスタッフを市役所内で広く募集し、所属に
囚われない横断的な取り組みとして認知さ
れるようになった。

新型コロナウイルス感染症の影響により、上半
期に計画していたイベントが中止となり、下半期
に計画していたイベントは縮小開催になったた
め。
貸しスペースの使用については、スペース自体
が屋内の密の場所であったことから使用がな
かったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症と共存した施設
運営やイベント開催が求められる。
これまでの手法ではなく、新たな形で中心
市街地の活性化にアプローチする局面に
立たされる中、より一層、商店街や自治会
と協力を図っていく。

C

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,250千円

R3実績

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

23,450人

新型コロナウイルス感染症の影響
により計画していたイベントが中
止・縮小開催になったことで、これ
まで継続してきた中心市街地への
集客が全くみられなくなった。今
後、コロナ後を見据えた新しいイベ
ントの実施方法を計画・実行するこ
とで、再び市内外から中心市街地
への集客を図る必要がある。今後
も所沢市の魅力につながる中心市
街地のイベントの拠点、情報の発
信基地として重要性は増していくと
思われる。

6,250千円

2,554千円

①7回

②0円

③

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R4目標

0.36 人 46,900人

自治事務 法定受託事務

期間

S44～

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場の
２ヶ所を対象とする。

市営駐車場管理
事業

R3決算額（見込み）

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 61,291千円

101.3%
0.15人

重要 法定受託＋附加 75,326千円

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0.39 人

4,070千円

R3年度に改善した点

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているか。

寿町駐車場のフェンスや小便器等の付帯
設備の修繕を実施した。また、満車表示を
設置するなど利便性の向上に努めた。
また、元町地下駐車場の定期券の取り扱
い方法等を変更し、より適正な運用となっ
た。R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴う緊急事態宣言の発令
や、まん延防止等重点措置区域に
指定された影響はあったが、感染
防止対策を講じながら継続して共
用することができ、目標を上回る収
入・駐車台数となった。

R3予算現額

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,186千円
①9,814,970円

②59,622台

③79,512台

R3目標
地元商店街の利便性を確保するため、新
型コロナウイルス感染症の感染防止対策
を講じた上での安定的な駐車場の提供が
必要である。
また、寿町駐車場の護岸改修が必要であ
る。

0.51 人

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

令和3年5月29日（土）に開館し、指
定管理者による管理運営を開始し
た。
SNSや情報発信コーナーでの企画
展示等により本市の魅力を発信す
ることができた。

R2決算額

①来館者数

②駐車料金収入

③特産品販売総売上

R3決算額（見込み）

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

管理委託料に見合った販売収入及び自主事業
収入・使用料等が収入として入っているか。

指定管理者による管理運営を開始した。

R2目標

-会年職
員等

115,617千円

659,458千円

R3目標値が未達成の理由・分析

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

115,911千円

地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の推
進に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例

1.05 人

12,209千円

1.53 人

R3年度に改善した点

R4目標

97.9%
R3その他職員
従事割合

①約20万人

②9,748,880円

③61,750,941円

R3目標
新型コロナウイルス感染症と共存した施設
運営やイベント開催が求められる。
当施設の目的を達成するため、市内外へ
の情報発信やKADOKAWAところざわサク
ラタウン等と連携を進め、産業振興・観光
等のにぎわいの拠点の形成を図っていく。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外
出自粛やイベントの開催自粛等があったため。

100.0%

法定受託事務 法定受託＋附加自治事務最優先

期間

「所沢市観光情
報・物産館」整備
事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

根拠法令

会年職
員等

0人

0.02人

H29～

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

COOL JAPAN FOREST構想の周辺環境整備の一環として
旧コンポストセンター跡地を利活用し、バスターミナル、駐
車場を備えた本市の観光資源や特産物等の魅力発信拠点
となる「所沢市観光情報・物産館」を整備するもの。

8,576千円

73,778千円

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

0.15人

R2決算額

R3正規職員
人件費

R3実績

670,994千円

R2予算現額

105.8%

目標達成済105.8%

R4目標

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台
数

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額
①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

来場者数及び参加者数

R4目標

R2正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

R2その他職員
従事割合

0.01人

会年職
員等

R2決算額

R2決算額

R2その他職員
従事割合

各商店街の魅力ある商店
街づくりに繋がる事業に対
して補助制度を通して支援
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

ところざわまつりが実施された
場合には、市内外からの来場
者による地域活性化により、
持続可能なまちづくりに貢献
できる。

どのように貢献したか

商店街連合会を通して各
商店街に関わる情報の提
供を行った。

どのように貢献したか

本事業を通して、空き店舗
を解消し商店街の活性化
に貢献した。

商店街の会員数は後継者の不足
等に加え新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により減少傾向にあ
る。
補助金交付事務については効率的
な事務運営を行っており、今後も同
様の効果をあげていきたい。

0.3人

会年職
員等

735千円

0.03 人

R2予算現額

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加 210千円

所沢商店街連合
会補助金

指標名

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円

R3決算額（見込み）

210千円

1,192事業者

①1,190事業者

②11,611,007円

③

R3実績

R4目標
会年職
員等

R3年度に改善した点

目標値は前年実績。 新型コロナウイルス感染症に関する情報
周知について、協力をお願いし、会員商店
街への情報提供を迅速に行うことができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

R3目標値が未達成の理由・分析

B

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街が加入し、商店街の振
興にとって重要な組織である。商店
街振興を図るため、引き続き同会
を支援していく。

商店街の会員は後継者の不足や新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響等の理由により減少傾
向にあるため。

目標設定の考え方・根拠

1,190事業者

会年職
員等

0.01人

期間

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

0.09 人

R3その他職員
従事割合

R3目標

1,199事業者

R2正規職員
人件費一

般

R3予算現額
①会員数

②事業費

③

商店街連合会加盟商店街の会員数

R2目標

R3正規職員
人件費

210千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

R2正規職員
人件費

S59～ 239千円

1,192事業者 1,190事業者

①人出

②パレード参加団体

③

ところざわまつり
支援事業

優先

期間

S63～

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

魅力ある商店街
創出支援事業

根拠法令

期間

優先 自治事務

1331店舗（加盟店舗数） 1327店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

2,532千円

R2予算現額

令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価
指標とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消
を進める。

R3実績

R3その他職員
従事割合

32,022千円

①92件

②13,430,000円

③

R3目標

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

自治事務

0.41 人 R4目標

①事業件数

②総事業費

③

R3決算額（見込み）

法定受託事務

0千円

R3その他職員
従事割合

0人

0人

商店街加盟店舗数

R2正規職員
人件費

45,916千円 30,535千円

R3決算額（見込み）

13,430千円

R2実績

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を商
工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営委員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

2,075千円

S57～ 3,272千円

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を行
う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　補助率：1/2（千円未満切り捨て）

0.31 人

法定受託＋附加

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱

R3予算現額

根拠法令

B

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加

R2予算現額

-

0千円

特になし 4,000千円

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響で中止となっ
たため。

220,000人

R4目標

指標名

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

220,000人

1331店舗（加盟店舗数）

R2目標

R2実績

2,400千円

商店街は、地域の賑わいの拠点であるとと
もに、地域住民の重要な社会資源である。
引き続き、市の補助制度が商店街の活力
の向上に資するよう、魅力ある商店街づく
りの支援を行っていく。

新型コロナウイルス感染症と共存したまつ
りの運営が求められる。
ウイルスを正しく恐れ、リスクを最小限に留
める一方で、これまでの伝統を重んじ、街
の活性化に最大限寄与できるようなまつり
の形を確立する必要がある。

0.26 人

R3年度に改善した点

人出
ところざわまつりに訪れる人出の実績
直近で実施したH30の実績とした。

中止となったため実施していないが、まつ
り当日のスタッフ配置（市職員の配置）を工
夫することで、人件費の削減に努める試み
を実施する予定だった。

当初商店街が実施予定だった事業が新型
コロナウイルス感染症の影響により中止に
なったことに対し、代替事業への補助な
ど、会の継続につながる支援を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

法定受託＋附加

R3年度に改善した点

予算額2,400千円
（1事業限度額1,200千円×2店舗） 令和４年度に向けて、チラシの作成や提出

書類の見直しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の空き店舗は増加傾向にあるの
で、引き続き各種創業支援策と連携して本
事業の活用を促す。

目標達成済

2,400千円

自治事務 法定受託事務

根拠法令

新型コロナウイルス感染症の影響
で中止となってしまったが、引き続
き所沢市最大のイベントの一つで
ある、ところざわまつりを盛り上げ
ていく。毎年、まつりを楽しみにして
いる人も多く、他市からの来場者に
は所沢市をアピールする良い機会
でもある。商工会議所と協力しなが
ら実施していきたい。

重要

A

当該事業は年々周知されており、
相談件数も増加傾向にある。引き
続き事業を実施していきたい。

R3目標値が未達成の理由・分析

2,400千円

R2実績

2店舗

0.14 人

R3正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

2店舗 2店舗

R4目標

①2店舗

②

③

R3目標1,470千円

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,400千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

期間

R3実績

R3その他職員
従事割合

2店舗H24～ 1,117千円

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗の活用事業を始める者に、事業開始に必要な
初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出店
者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

0.18 人

0.43 人

3,512千円

事業の目的及び具体的な内容

会年職
員等

R3正規職員
人件費

0千円

R2決算額

R3正規職員
人件費

0人

250,000人

①0人

②0団体

③

R3目標 R3実績

R2目標

1356店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

0.25人

R3決算額（見込み）

後継者不足や新型コロナウイルス感染症拡大の
影響等により各商店街の会員数が減少している
ため。

R3目標値が未達成の理由・分析

①本補助金活用店舗数

②

③

本補助金活用店舗数

R2目標

R2実績

R2予算現額

R3予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

1327店舗（加盟店舗数）

会年職
員等

0.01人

2店舗
0.01人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0.03人

0人

会年職
員等

0.2人

0人

会年職
員等

会年職
員等

自治事務

事業の種別

90千円

観光案内板やガイドブック
の多言語化により、情報の
アクセスの平等性を確保し
た。

どのように貢献したか

観光案内板・道標の整備を
行い、観光拠点の整備を
行った。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

狭山丘陵全体の魅力発信が
県をまたいで実施された場合
には、市内外からの来場者に
よる地域活性化により、持続
可能なまちづくりに貢献でき
る。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

531
商業
観光
課

実施計画ランク

0.43 人

4,549千円

H30～ 1,357千円

期間

6,250千円

根拠法令

H30～

狭山丘陵の魅力
の発掘・向上事業

根拠法令

R2その他職員
従事割合

観光立国推進基本法

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間市、瑞穂
町の5市１町で共同して狭山丘陵全体の魅力発信のための
事業を行う。

会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 90千円 0千円

R2目標

0千円

R3予算現額

R2正規職員
人件費一

般

R3決算額（見込み）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止策を講じながら、引き続き多くの方に狭
山丘陵を訪れ、楽しんでもらえるように関
係機関とも連携しながら、狭山丘陵の魅力
向上に努めていく。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事業の中止もあったが、狭
山丘陵の魅力発信に引き続き努め
ていく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

目標設定の考え方・根拠

B

前年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染症の世界的な感染拡大に
伴う各国の出入国規制により訪日
外国人観光客の誘致は困難となっ
たが、台北国際旅行博への出展を
し、WEB配信によってPRを行った。
所沢駅西口の観光案内板を多言
語化するなど、市内の外国人観光
客受入体制を整備した。

法定受託事務

R3年度に改善した点

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入
間市、瑞穂町の5市1町等で共同した狭山丘陵全
体の魅力発信のための事業への参加や情報発
信等の件数とした。

新型コロナウイルス感染症の影響により、
事業が中止となった。

R2実績

-

既存の外国人向け所沢紹介動画の英語版
やイタリア語のパンフレットを作成するな
ど、より多くの訪日外国人にPRできるよう
にコンテンツを充実させた。

特になし

法定受託＋附加

①1回

②

③

①4,108

②274,706

③345名

R3目標 R3実績

R3その他職員
従事割合

R4目標

12,838人

5,500人

5,400人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

訪日外国人受け入れ再開後の観光需要回
復に備えるため、継続して海外に向けた情
報発信を行う。
また、外国人観光客を新型コロナウイルス
感染症の感染対策を講じながら受入れる
ための体制整備を行う。

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績

10,277人

①WEB記事のPV数（台湾・
香港向け）

②WEB記事連動Facebook
リーチ数

③アンケート回収数

Facebook ''いいね''とTwitterフォロワー数の合計

会年職
員等

会年職
員等

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

観光を軸とした新たな魅力とにぎわいを創出し、地域産業
全体の活性化を図るため、「ところざわサクラタウン」や「西
武園ゆうえんち」を目的とした外国人観光客の誘致及び事
業者の受入体制の整備を行う。
具体的な取り組み内容
①台北国際旅行博への出展
②WEB記事（台湾向け）の掲載
③観光案内板（小手指駅周辺）の設置
④ウィズコロナ時代のおもてなし講座の実施

自治事務

インバウンド戦略
推進事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

重要

一
般

R2決算額

優先

4,985千円

R4目標

3件

狭山丘陵関連プロモーション件数

6件

R3実績

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となってい
ることから、外国人旅行客における本市の関心
度や情報発信の効果を図るFacebook''いいね''と
Twitterのフォロワー数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、中止
となった事業があったため。

4,982千円

3,512千円

16,226千円

R2決算額 指標名

5,300人

①共同事業への参加回数

②

③

-

事業の目的及び具体的な内容

5件

14,822千円

R3決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額

期間

531
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ７～

重要

R3年度に改善した点

平成30年度から目標値を見直した。令和2年度ま
では660万人としてその後は、毎年30万人増加を
目指す。

観光案内板の新設や道標の整備を行っ
た。
・観光案内板　新設：５基
・道標　　　　　  新設：６基　撤去：１基

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
外出の機会が減少し。観光が難しい状況が続い
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

設置から10年以上が経過し、朽ちてきた道
標の整備が急がれる。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

C

既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取組みを積極的に行った。
　新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止策を講じながら、引き
続き多くの方に所沢市を訪れ、楽し
んでもらえるように関係機関とも連
携しながら、所沢市の魅力向上に
努めていく。

R3決算額（見込み）

R2決算額

観光入込客数

0.1人

R3その他職員
従事割合

集計中

①トイレ清掃回数（狭山湖・トト
ロの森観光トイレ）

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用台
数 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,839千円 6,967千円

0.36 人

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体的
内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場修繕
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内板設置・修繕
・道標設置・修繕

0.44 人

3,594千円

8,591千円

観光拠点の整備・
充実事業

観光立国推進基本法 8,621千円

R3正規職員
人件費

3,349千円

0.41 人

R3正規職員
人件費

0.35 人

532
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

特になし

期間

自治事務

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2その他職員
従事割合

R2実績

他自治体と連携したイベント等へ参加した回数

指標名

0千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

B

新型コロナウイルス感染症の影響
により、事業が中止となったが、所
沢市観光情報・物産館のオープン
にあわせて、ダイアプラン観光PRイ
ベントを効果的に実施することがで
きた。シェアサイクルステーションを
公共施設に積極的に設置した。

R3年度に改善した点

観光客の回遊性を高めるためには、広域的な連携に
よる取り組みが効果的なため。

24回

①シェアサイクル利用者数

②シェアサイクルステーション
数
③広域連携による観光プロ
モーション数（協議会分）

広報ところざわで特集を組みシェアサイク
ルの周知を図り、民間へのステーション設
置数を増やした。

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R3決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

0千円

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止策を講じながら、引き続き多くの方に所
沢市を訪れ、楽しんでもらえるように広域
連携による所沢市の魅力向上に努めてい
く。

23回

22回

どのように貢献したか

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み6回

R3目標

10回 シェアサイクルにより、誰も
が移動しやすく、住み続け
られるまちづくりに貢献し
た。R2～

R3実績
①11,884

②66か所

③6回
R4目標

本市を訪れる観光客の市内及び近隣自治体への回遊性を高める
ため、市内の様々な魅力あるスポットをつなぐ方策について検討
し、広域連携の取組みを活かして回遊性の向上を図る。
具体的な取り組み内容
①シェアサイクルの導入
②広域連携による回遊性向上に向けた事業の検討
　・埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）観光部会
　・西武線沿線サミット
　・狭山丘陵観光連携事業推進実行委員会

観光客回遊性創
出事業

R3その他職員
従事割合

R2実績

R4目標

6,600,000人 2,502,673人

6,900,000人

0人

R3実績
①434回

②14日

③83,746台

R3目標

R3目標

0.17 人

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

7,200,000人

指標名

R2予算現額

2,873千円

R3目標値が未達成の理由・分析

0千円

目標設定の考え方・根拠

R2目標

R2予算現額

R3予算現額

0.61 人

指標名

目標達成済

0.57 人

2,793千円

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、多くの
事業が中止となったため。

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

0千円

会年職
員等

会年職
員等

1,633千円

0人
H29～ 1,277千円

期間 0.16 人
会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

FAO（国連食糧農業機関）による世界農業
遺産に認定を目指すとともに、農法の保全
を進めて行きながら、更なる発展・発信に
努めていく。

世界農業遺産の認定

R3実績

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに広く
PRに向けた取組みを進めて行くものであるため、この
事務事業評価においても、協議会としての目標を設定
する。（なお、目標は数値化できないため、取り組みを
目標とする。）

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

目標設定の考え方・根拠

令和２年度に世界農業遺産への認
定申請に係る承認を得たことから、
令和３年度において世界農業遺産
認定申請書をFAO（国連食糧農業
機関）に提出した。

①10/7提出

②11回

③

世界農業遺産認定申請書の提出に向けて
準備を進めるにあたり、武蔵野の落ち葉堆
肥農法世界農業遺産推進協議会会員の
中で、農法の保全等の意義の再認識を
図った。

武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR
２．飢餓をゼ

ロに

0.08 人

農林水産省を経由し、FAO（国連食糧農業機関）
に対し世界農業遺産認定申請書を提出したとこ
ろであるが、新型コロナウイルスの影響もあり、
その後の予定は未定となっている。

落ち葉堆肥農法PR事業
の実施

R3年度に改善した点

世界農業遺産の認定

R4目標

A

R3目標

①世界農業遺産認定申請
書を提出

②事務担当者会議開催回
数

③
R2正規職員
人件費

100千円重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 100千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

653千円

世界農業遺産認定申
請書の提出

指標名

認定申請に係る承認に
ついてメディアで周知

R2目標

100千円

R3正規職員
人件費

100千円

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約

0.63 人

0.36 人

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的に取り上
げ、本市ならではのブランド価値を高める”ふるさと所沢”へ
の愛着や誇りを醸成していく。

2,287千円

自治事務

１５．陸の豊
かさも守ろう

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

環境にやさしい農法によ
り、周辺環境への負荷を低
減。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

協働事業の一環として、試合
への無料招待などのほか、
「あたま・こころ・からだの健
康」等「健幸長寿のまち」の実
現に寄与する街歩き型謎解き
イベントを実施した。

地域の魅力を有した商品
の高付加価値化が実現で
きるとともに、シビックプラ
イドの醸成につながる。

保健サービスの充実と森
林保全活動の支援を行っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

法定受託＋附加

0.28 人

0.45 人

Ｒ１～ 5,027千円

法定受託事務

R3年度に改善した点

R4目標

3,591千円

13回

会年職
員等

0.15人

当初19回を予定していた令和3年
度の協働事業について、新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響が
あったものの実績が13回と今年度
目標を上回ったため。また、フレン
ドリーシティ感謝デー等のイベント
にて当市のPRを図ることができた
ことによるもの。

目標設定の考え方・根拠

A

指標名

①13回

②

③

コロナ禍においても、栗山巧選手の通算
2,000本安打を記念したパネルの設置や、
松坂投手引退企画等の実施により、西武
ライオンズと所沢市の連携を市民にPRす
ることができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み10回

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与
することを目的として、平成27年3月に「所沢市と
株式会社西武ライオンズとの連携協定に関する
基本協定（フレンドリーシティ）」を締結している。

2回

本市の貴重な観光資源として、西武ライオ
ンズとフレンドリーシティの枠組みを超えた
本拠地ならではの協働事業等を実施して
いく必要がある。

10回

R3目標 R3実績

10回

R3その他職員
従事割合

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
533

H17～

期間

特になし

0千円

0千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ブランド価値の向
上事業

重要

H29～H32

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交付要綱

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の一環とし
て、クアオルト健康ウオーキングを活用した観光振興を実
施するに当たり、関係団体と構成する「埼玉県・所沢市ヘル
スツーリズム協議会」の運営が、円滑かつ効果的になされ
るよう支援を行う。

期間

1回あたりの参加者が少ない。また、実践
指導者の人数が少ないため、実施回数を
増やすことが難しい。そのため、今後の取
り組みとしては、市内外に向けた広報活動
の強化と実践指導者の養成を行っていく。

法定受託事務

ヘルスツーリズム
産業創出支援事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

15回

R2実績

7回

新型コロナウイルス感染症の影響
により、実施回数が少なくなってし
まい目標値の達成に至らなかっ
た。

指標名

10回

R4目標

R3目標

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

C

5回
新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、4月
から12月の間、開催を取りやめていたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3実績

500千円 415千円

長期間にわたり実施を取りやめていたた
め、1月の再開前に実践指導者の方たちを
集め、勘を取り戻すための研修会を実施し
た。

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多くの
人に利用してもらい、健康づくりや産業・観光振
興、環境保全等の事業を推進することを目的と
する。

①5回

②10人

③0人0.10人

20回

2,940千円

500千円

①6件 ②12件

①クアオルト健康ウオーキ
ングの実施回数
②参加人数

③実践指導者の養成

「クアオルト健康ウオーキング」実施回数

R2目標

5,905千円

一
般

153千円

R2その他職員
従事割合

事業の種別

自治事務

533
商業
観光
課

実施計画ランク

重要

期間

商業
観光
課

①協定に基づく埼玉西武ラ
イオンズとの協働事業の実
施回数

②

③

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事業の
実施回数

0千円

0.07人

0.74 人

根拠法令

R2その他職員
従事割合

R2決算額

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3年度に改善した点

①5件 ②5件

R3実績 農商工連携推進事業と有機的に連動する
ことはもちろん、地域経済の循環、雇用増
加など、当事業の持つ効果を念頭に置い
て進めていくことが重要。また、認定品数
が充実してきた段階に入ったため、周知、
宣伝、販促をより重視していくことが重要。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

①5件 ②5件

R3目標

農商工連携推進事業勉強会参加者へ案
内を送るなど申請件数の増加に努めた。

533
産業
振興
課

実施計画ランク

所沢ブランド特産
品創出支援事業

優先

①認定商品申請件数
②認定商品選定件数
③販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

2,131千円

R3決算額（見込み）

事業の種別

一
般

認定商品選定件数は少なかったも
のの、販売協力店舗は目標値を達
成しており、今後の課題となる販路
支援、認知度向上の面において
は、一定の成果が得られたため。

①審査基準に達する商品が少なかったため。
②目標達成済

R4目標

B

目標設定の考え方・根拠

R2実績R2目標

①認定商品の選定件数（H30～R3年）
②販売協力店舗数（H30～R3年）

①5件 ②10件
0人

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざわサクラタウ
ン」の完成や東京オリンピック・パラリンピック開催等の好機を見
据え、所沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内外に販
売できるよう、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援する
ことを目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブランドの創造を図
り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」重点プロジェクトに位
置付けられた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資していく
ものである。

所沢ブランド特産品認定要綱

4,656千円

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加 2,927千円自治事務

0.57 人

1,789千円

会年職
員等

0人

0.15人

①15件

②4件

③7店舗

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2決算額

魅力的な特産品の創出が事業目的となっている
ことから、創出促進のための各支援（補助支援・
認定支援・販路支援）の実績値を目標値に設定
した。

 ①4件 ②7件

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3決算額（見込み）

R2決算額

R3その他職員
従事割合

R2決算額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

R2目標 R2実績



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

0人

2,082千円

体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の
親子収穫体験について規模を縮小
して開催した。
また、豊島区「ファーマーズマー
ケット」において、農業者団体の出
店調整を行うなど、年度の後半に
おいてイベントを活用した所沢農産
物のＰＲを図れるように努めた。

0千円

0.36 人

R3年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

品評会等の開催による生
産技術の向上。

どのように貢献したか

R1～

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生じている
中で、市内で生産された安全・安心、新鮮な農産物につい
て、所沢産農産物としてブランド化を推進するため、市内の
みならず市外の消費者に向けてＰＲするとともに、販路拡
大を支援していくものである。
　オリジナルデザインシール（２種４シート）の作成及び配
布、体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開催、市内外でのＰ
Ｒ活動、長野県上田市との産業交流による所沢農産物ＰＲ

事業の目的及び具体的な内容

533

新型コロナウイルスの感染防止に努めな
がら、イベントの開催や参加を進める一
方、イベント開催だけにとらわれない推進
事業についても検討していく。

S

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

R3目標

２．飢餓をゼ
ロに

20組（40名）

目標達成済

販売の際に農産物に貼る「所沢農産物デ
ザインシール」について、所沢産であること
が一目で分かるように、複数あったデザイ
ンを１種類とするとともに、直売所店舗以外
で所沢農産物を販売、出荷する者も広く利
用対象者に含めることとした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢産農物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上。

347千円
市内外の親子が所沢農産物に直接触れ、理解
を深めるイベントである体験学習型所沢農産物Ｐ
Ｒ事業への参加人数を指標とした。

会年職
員等

0人

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

10組(20名)
①10組（20名）
　全2回のうち1回開催

②

③ 20組（40名）

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

‐ 742千円

重要 ①体験学習型所沢農産物
PR事業親子収穫参加者

②

③

10組(20名)

5,347千円

所沢農産物ブラン
ド化推進事業

2,940千円

期間

0組

S53～

971千円

R2決算額

R4目標

法定受託＋附加

R3目標

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

1,000千円

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫参加者

R2正規職員
人件費

①中止

②中止

③中止

813千円

0.29 人

R3決算額（見込み）

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭開催の支援を通じて、都市住民との交流を深め、地
産地消事業を推進する。

0.40 人

根拠法令

自治事務 法定受託事務

法定受託＋附加 0千円

500千円農業祭開催費補助金交付要綱

法定受託事務

R3予算現額

-

１．貧困をな
くそう

２．飢餓をゼ
ロに

0千円

R2目標

R3実績

新型コロナウイルス感染状況を注視しつ
つ、各農業団体等の代表者等で構成され
る所沢市農業祭実行委員会において開催
可否を判断していく。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、農業祭を開催すること
ができなかったが、農業団体がマ
ルシェ等への参加や品評会等を開
催し、市がそのサポートを行ったこ
とで、農業祭の開催目的である「生
産者、消費者との交流」や「生産技
術の向上」を実現した。

R2実績

4,500千円

R3その他職員
従事割合

指標名R2決算額

0千円
所沢農産物の認知度や需要を計るため、生産者
がイベント時に直接販売する売上実績を指標と
する。

昨年度に引き続き、農業祭を開催すること
ができなかったが、農業団体に協力を行
い、農業祭の目的に沿った活動を行うこと
ができた。

どのように貢献したか

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業
の開催を中止したため。

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会、品評会

売上実績

0千円
533

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

農業
振興
課

3,267千円

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

2,314千円

S59～ 6,145千円

農業祭開催推進
事業

R2その他職員
従事割合

根拠法令

①503区画

②1,741,950円

③
R4目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

30名 23名
感染拡大防止のため、特定の利用者しか
講習会に参加できていない状況であること
から、今後は感染防止対策を取りつつ広く
利用者が参加できるような方法を検討して
いく。

50名

どのように貢献したか

「農のあるまちづくり」を推
進するとともに、農とふれ
あう機会を増やし、農業へ
の理解を深めた。

0.77 人

30名

R3予算現額

R2正規職員
人件費

3,850千円

0.63 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2実績

2,747千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

①貸出区画数

②体験農場利用料

③

法定受託＋附加 2,752千円

市内9箇所の体験農場で市民が農作業を体験することによ
り、農業への理解を深め、「農のあるまちづくり」を推進する
ことを目的とする。また、利用者の農業技術の向上を図り、
農業への関心を深めるため、講習会を実施する。

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

講習会の参加人数

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

昨年度は新型コロナウイルスの影
響で中止とした体験農場講習会
を、募集方法や会場を変更するこ
とにより開催することができた。

R3年度に改善した点

体験農場の利用者を対象に、作物の作付や防
虫など技術的な知識を習得するため、年度内に
２回（春・夏）研修会を実施している。利用者の技
術と意欲の向上及び農業への関心に最も寄与し
ていると思われる「体験農場講習会」の参加人数
を指標とした。

体験農場講習会を自由参加制から定員を
設けた申込制に変更し、感染拡大防止に
配慮して開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

-

会年職
員等

法定受託事務

年２回開催する予定であったところ、新型コロナ
ウイルスの影響により、１回分中止となってしまっ
たため。

0名

R3目標

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

体験農場推進事
業

根拠法令

期間

重要 自治事務

R4目標

S

１．貧困をな
くそう

地産地消の推進により、生
産者の生産意欲を拡大。

直売所ガイドマップ、直売所のぼり旗の効
果を検証するとともに、生産者の意見を参
考にしながら、地産地消のＰＲ方法を検討
していく。

どのように貢献したか

コロナ禍により、所沢農産物につい
てＰＲの場が減少したが、直売所ガ
イドマップの改定や、直売所のぼり
旗をリニューアルするなどで所沢農
産物のＰＲを図った。

R3年度に改善した点

２．飢餓をゼ
ロに- 2,233千円

直売所ガイドマップについて、市内を４つの地域
に分け、携帯しやすいサイズとし、また、生産者
の顔写真を掲載する改定を行うことで、顔が見
える安全・安心な農産物と直売所のPRを図っ
た。また、直売所のぼり旗について、人の目に
留まりやすい目印となるようなデザインとし、更
なるＰＲに努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

60.0%

R2目標

①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

③

所沢産農産物の直売所への出荷割合

R2実績

指標名 １３．気候変
動に具体的
な対策を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,334千円

R2決算額

533
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品目
拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売会
の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施するこ
とで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設のPR
活動を進める。

事業の目的及び具体的な内容

地元の農産物がどれだけ所沢で消費されている
かを測るため、市場に流通する農産物ではなく、
地元の直売所または、スーパーなどへの出荷率
を指標とした。

R3実績

R3その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

0.64 人 60.0%

R2予算現額

R3予算現額

H15～

2,003千円

0人

5,228千円

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

８．働きがい
も経済成長

も

地産地消推進事
業

期間

5,146千円

R2予算現額

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

2,148千円

R3決算額（見込み）

R2決算額

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

60.0%

R3目標

①14回

②1,337,289円

③

60.0%

5,666千円

0.71 人

62.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

4,500千円

目標設定の考え方・根拠

0.67 人 R4目標

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

R2予算現額

R2目標 R2実績
R2正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　築地　将司

期間

どのように貢献したか

積極的なPRにより、所沢市
の魅力へのアクセスを確保
した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

新型コロナウイルス感染症
の影響により、売上が激減
した飲食店のテイクアウト
による取り組みに寄与し
た。

0.44 人

R3その他職員
従事割合

12,838人

5,500人

R4目標
会年職
員等

0.73人

3,511千円

R2実績

5,300人

R3実績R3目標

R3年度に改善した点

5,402千円

効果的なロケーションサービスの実施によ
り、所沢市のPRに繋げる。
FacebookとTwitterとあわせ、Instagramを
使った効果的なPRを実施する。

①ロケ実績

②トコろん貸出件数

③市主催観光大使出演回
数

8,465千円

 指標名 目標設定の考え方・根拠

感染症対策を講じ、「ふれあいキャラバン
隊」を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A534
商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

観光立国推進基本法

自治事務

「所沢市観光大使」、イメージマスコット「トコろん」、観光ガ
イドブック、ロケーションサービス等を通じ、観光客誘致の
ためのプロモーションを行うもの。

H3～

効果的な観光客
誘致プロモーショ
ンの推進事業

重要

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加 9,802千円

0.94 人

根拠法令

6,841千円

法定受託事務

7,678千円

R2正規職員
人件費

法定受託事務

R2正規職員
人件費

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止対策を講じ、所沢市観光大使さい
たまブロンコスによる「ふれあいキャラ
バン隊」を小学校3校、市民体育館６
回、クラブ１回の計１０回実施した。ま
た、テレ玉「ご当地中継６３」、「東京
2020オリンピック聖火リレーセレブレー
ション」、「さいたまブロンコスホーム
ゲーム」に所沢市観光大使JAY’S
GARDENとトコろんのコラボ出演によ
り、本市の魅力をＰＲをすることができ
た。
所沢市観光大使による栗山選手2000
安打達成動画メッセージを作成した。

R2決算額

R2実績

7,200,000人

集計中

自治事務

R3目標値が未達成の理由・分析
534

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

法定受託＋附加

期間

重要

所沢市観光団体補助金交付要綱 10,000千円

2,502,673人

R3年度に改善した点

観光入込客数
令和2年度までは660万人としてその後は、毎年
30万人の増加を目指す。

コロナ禍においても、感染症対策を講じ「ト
コろんコンサート」を実証実験として実施し
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けた飲食店のテイクアウト情報紙を発行
し全戸配布した。
JAFと三者協定を締結し、広くPRすること
が可能となった。R2目標

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
観光できない状況が続いたため。

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R3目標所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている一般社団法人所沢市まちづくり観光協会に補
助をすることにより、市のイメージアップや観光客増加、賑
わいの創出、地域の活性化を図っている。

6,600,000人

0.40 人
0.40人

会年職
員等

0.15人

①無料バス乗客数

②所沢民踊まつり参加人
数

③観光パンフレット発行部
数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,861千円
①中止

②中止

③74,000部

ところざわサクラタウン、所沢市観光情報・
物産館の開業により、コロナ禍ではある
が、マイクロツーリズムやSNSなどによる効
果的なPRに取り組む。観光協会の自立を
目指す。

R4目標

0.84 人
C

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴い中止や規模を縮小する
ことにより実施した。
既存の観光資源の魅力を高める取
り組みや、新たな観光資源の創出・
発掘の取り組みを積極的に行っ
た。
引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機関
とも連携しながら、所沢市の魅力の
向上に努めていく。

指標名

8,670千円

S28～ 3,192千円

観光振興対策事
業

6,900,000人
R3その他職員
従事割合

会年職
員等

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）

R3決算額（見込み）

R2予算現額

R3実績

10,000千円 6,648千円

R2予算現額

R3予算現額 Facebook''いいね''とTwitterフォロワー数の合計
SNSを活用した情報発信の効果と、所沢への関
心度を図るために採用した。

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0.9人

R2その他職員
従事割合

R2目標

10,277人

R3正規職員
人件費

目標達成済5,400人
①44件

②82件

③17回



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

R3決算額（見込み）

会年職
員等

0千円

3千円

法定受託事務

期間

924千円

0.39 人

0.54 人

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

障害者雇用に関する情報
提供を行うことで、事業所
の障害者雇用に向けた機
運の醸造を図った。

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、また
障害者の雇用促進と定着
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

1,676千円

0.24 人

重要 自治事務 924千円

H12～

農業者年金基金法 37千円

８．働きがい
も経済成長

も

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

2 人 5 人

S

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

どのように貢献したか

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマン
並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

コロナ禍により戸別訪問等推進活
動が制限される中、成果指標の目
標を達成し、農業者年金の加入推
進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

693千円

1,960千円

R2実績

2 人

R3実績R3目標

R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6件

指標名

R4目標

2 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2目標

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

0.21 人

Ｓ45～

法定受託＋附加

541

農業
委員
会事
務局

12千円

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

3,186千円

R2予算現額

0.18 人

会年職
員等

R2予算現額

1,470千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40千円

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費農業者年金推進

事業

根拠法令 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

2 人

R3年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若年
農業者や加入資格を得た新規就農者を中心に
推進することを考慮した目標値とする。

農委だよりへの制度案内の掲載やパンフ
レットの配布、戸別訪問による加入意向確
認を行った。加入の意向を示した農業者に
は電話により再度連絡して詳細を説明し加
入を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

98.7%

①講座開催回数

②講座受講人数

就業支援事業
事業の目的及び具体的な内容

特になし

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

R2目標 R2実績

R3年度に改善した点

A

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、可
能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を目
標値とした。

目標達成済

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）5,000円を免除とする取扱いを行う。

使用しているパソコンの保守期間が終了す
ることから、生涯学習推進センターでの開
講ができなくなる。
関学連携先と提携し、他自治体のモデルを
参考に事業を継続できるよう取り組んでい
る。

95.8%

R3目標

95.0%

95.0%

受講率

95.0%

新型コロナウイルス感染症の影響
により、年間予定の12回は実施で
きなかったが、開催できた9回につ
いては、感染防止対策を行った上
で成果指標の目標を達成してお
り、一定の成果が挙げられていると
考えられる。

R3実績

講座開始時間や受付の人員体制を再考
し、講義をスムーズに開始できるよう改善
を図った。

542

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

法定受託＋附加

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用優
良事業所表彰要綱

根拠法令

重要 自治事務

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
により効率化を図ると共に、表彰される方
が喜んでいただけるような式典の開催方法
の検討などもすすめていく。

R3目標 R3実績

会年職
員等

0人

6件

6件

R3年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値とした。

契約課所管の「所沢市優秀建設工事等受
注者表彰式」との合同開催により、事務の
軽減を図った。
また、周知団体を増やした。

168千円

191千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

B

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を
高めるとともに、技能者の励みにな
るものであり意義は大きい。また、
障害者雇用優良事業所の表彰は
障害者雇用の促進や職業安定に
つながる啓発効果があり、両事業
ともに今後も引き続き実施してい
く。

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガジ
ンなどを利用した周知のほか、市内事業者団体
へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者および
事業所は昨年と同様6件に留まった。

200千円

R3正規職員
人件費

R3予算現額

R4目標

R2その他職員
従事割合

R2目標

①5人

②1事業所

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

10件

8件

期間 0.38 人

S54～ 3,032千円
0人

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円 300千円

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とした。

当市及び商工会議所等の媒体を活用し、
周知活動を拡大した。
また、ハローワークの担当者と面会し、制
度について案内し、連携について模索を始
めた。

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析
B

0人

3人

法定受託事務

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこと
などが考えられ、障害者を雇用するための業務
のマッチングが課題となっている。

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

①2事業所

②2件

R3決算額（見込み）

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

750千円

根拠法令

H25～ 878千円

期間

重要 自治事務

障害者雇用推進
企業支援事業

R2正規職員
人件費

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上を
促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業者
が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補助金
（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付するも
の。

0.05 人

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低いため、ハローワーク等の他、障害者雇
用支援機関や市内金融機関等に対する制
度の周知を進めながら、引き続き事業を実
施していく。

0.11 人

R3目標

会年職
員等

障害者の雇用の場の確保のため
に必要な事業であるが、成果が出
るまでに時間がかかる事業であ
る。また、法定雇用率を超えた場合
を主に対象としているが、こうした
事業所は少ないのが現状であり、
障害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となっている。

3人

R2決算額

3人 1人

R3実績

R4目標

①9回

②69人（定員72名）期間

R3その他職員
従事割合

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

R2予算現額

R3予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

新規加入者数（人）

R2決算額

①0人

②5人

R3目標値が未達成の理由・分析

78千円

63千円

被表彰者数及び被表彰事業所数

R2決算額

R2実績

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R4目標

408千円

R3正規職員
人件費

0人

R2その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R3その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

4,309千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

勤労者に必要な労働に関
する基礎知識の習得をはじ
め、労働安全衛生の維持・
向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱え
る労働に係る様々な悩み
の解消に貢献した。

どのように貢献したか

どのように貢献したか

中小企業に勤務する常用
労働者及びパートタイム労
働者の福祉の向上、雇用
の安定及び中小企業の振
興を図った。

勤労者等の福祉の増進と
雇用の安定をはじめ、市民
のコミュニティ活動の推進
に貢献した。

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

どのように貢献したか

重要

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をは
じめ、地域振興と雇用安定
に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

H10～

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展を目的
に、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンターに対して
補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

10,004千円
勤労者福祉推進
事業

※R3～勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す。

補助金の交付のみにとどまらず、市として
も
加入促進に向けたPRを実施している。
＜PR内容＞
チラシの配布、市内事業所向けメールマガ
ジンの配信、市内事業所への訪問時のPR
など

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響や、福利厚生事
業への民間事業者の参入もあり、市内企
業にとっての選択肢が増えたことで、会員
数の伸び悩みが生じている。
今後、当センターの事業の優位性などを積
極的にPRしていく。

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、新型コロナウ
イルスの影響で、業績が悪化している事業者に
よる退会が増えているため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

会員数

R3実績

1,210人

R2目標 R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,004千円 10,000千円
①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用
額

R3決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金交付要
綱

根拠法令

542
産業
振興
課

R3その他職員
従事割合

1,210人 1,000人

1,150人

期間 0.13 人 R4目標

1,061人

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

勤労者福祉充実
事業

重要 法定受託事務 法定受託＋附加自治事務

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

中小企業の労働者の処遇改善に有効な事
業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

根拠法令

6,519千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

R2目標

R3年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた広
報を行った。

R3決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱

①補助対象者数

②補助対象事業所数

新規加入事業所数R3予算現額

R2正規職員
人件費

会年職
員等

6,975千円

0人

7,000千円

R3実績

0.14 人

16事業所

期間 0.18 人 R4目標

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

H元～ 1,436千円

R3その他職員
従事割合

R3目標

16事業所

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ラーク所沢運営事
業

重要 法定受託＋附加

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

期間

R3年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数） 新型コロナウイルス感染症の感染対策の

ため、消毒・検温・席の間引き・換気等の対
策を徹底的に講じた。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴
う利用人数の制限等の影響により、年間利用率
が悪化したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、利用者のニーズに応じた施設運営や
自主事業等を工夫して実施することで、利
用者の増加を図っていく。また、指定管理
者の応募時の提案事項の進捗状況や、施
設の修繕や定期点検等が適正に行われて
いるか等、定期的に確認していく。50.0%

B
36.9%

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止に伴う利用人数の制限等
の影響により、年間利用率が悪化
した。
しかし、館内の感染症対策を実施
や魅力ある自主事業の実施などに
より、制限のある中でも、一定数の
利用者数が回復できたことは評価
できるものである。

75,538千円 71,515千円

R3決算額（見込み）

R3目標

31,633千円

R2その他職員
従事割合

0.54 人

R3正規職員
人件費

0.40 人 R4目標

R2目標

R3その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

4,411千円

S63～

542
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を進
めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しやす
い日程や時間帯で開催できるよう、今後も
引き続き検討を行う。

417千円 417千円

①埼玉県労働セミナー受講
者数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講
者数[高校生](延べ人数)

③一般労働相談者数

A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み65人

R3年度に改善した点

埼玉県労働セミナーでは、コロナ禍でも受
講者を増やすため、前年度に引き続き一
部のセミナーをオンライン開催とした。
所沢市労働セミナーでは、学生向けのアン
ケートとは別に、教員向けのアンケートを
実施し、R4年度の実施に向けた課題出し
等を行った。
一般労働相談では、年間スケジュールを記
載したチラシを作成し配布するとともに、
ホームページや事業者向けメルマガにも適
宜掲載した。

100人

S５７～

勤労者と使用者の双方が労働する
うえでのルールについて、正しく理
解することで、トラブルの未然防止
になる。
そうすることで、生産性の向上や社
会の発展にもつながる。
また、実際に発生したトラブルに対
しては、専門家による一般労働相
談を通じて問題解決へ導けるよう
な体制を維持している。

目標達成済

期間 0.37 人

労働セミナー・労
働相談等開催事
業

R3決算額（見込み）

特になし

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の受
講者数（延べ人数）

R2その他職員
従事割合

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的として、労働セ
ミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を
学ぶための社会人向けセミナーを開催
・就職を希望する市内の高校生を対象とする労働法の基礎
を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する相談を行う
ことで、労働者及び事業主が抱える様々な悩みや疑問を解
決する。

会年職
員等

0人
2,953千円

R3その他職員
従事割合

2,614千円

R3正規職員
人件費

0.32 人

185人

100人

R4目標

R2目標 R2実績

42.7%

50.0%

①8,007件

②5,282人

R3実績

R3目標 R3実績

393千円 215千円

指標名

3,192千円

R2実績

50.0%

0人

R2決算額

6,838千円

R2決算額

会年職
員等

10,000千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2決算額

R2その他職員
従事割合

R2決算額R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0人
0.07 人

572千円
①1,000人

②348事業所

③15,055円

R3目標

会年職
員等

0人
1,037千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R2予算現額 指標名

R3正規職員
人件費

31,666千円

24事業所

18事業所

1,144千円

①451人

②86事業所

16事業所

会年職
員等

0人

R3正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

①224人

②205人

③36人

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人
100人

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数を目標値とした。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　大舘　寿貴

３．すべての
人に健康と

福祉を

R2正規職員
人件費

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

事業の目的及び具体的な内容

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の取組み
を推進することにより、農業経営体には働き手を提供し、高
齢者や障害者には生きがいや働く場を創出することで、農
業分野での人手不足を解消しつつ障害者等の活躍を促し
ていく。具体的には、先進事例の調査研究を進めるととも
に、関係機関の協力を得ながら、取組みを周知し、農福連
携を浸透させていく。また、連携を希望する事業者を対象に
高齢者等の受入や農業参入に関する相談受付を行ってい
く。

指標名

重要

R2決算額

0千円

従来からの「とことこだより」による情報提
供のほか、「所沢市自立支援協議会　しご
と部会」での農福連携についての説明会に
より、福祉事業者と意見交換を行った。

R3目標値が未達成の理由・分析

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報の提供回数

R2予算現額

542
農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

R1～

目標設定の考え方・根拠

2回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３回

②３区画

③１回

S

農業情報誌「とことこだより」に現在
の取組事例を掲載し広く情報提供
を行った。また、「所沢市自立支援
協議会　しごと部会」で農福連携に
ついての説明や、県立所沢おおぞ
ら特別支援学校の農業体験学習
授業に協力するなど、農福連携に
向けた取組みを進めている。

R3年度に改善した点

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉の連
携事例や支援事業等の認知度向上を図る必要がある
ため、情報の提供回数を目標とした。令和４年度は、
認知度向上を図るための情報提供回数は前年実績と
同様とし、どのような取組みができるか検討する。

R2実績

農業の労働力不足の解
消。

3回

0.18 人
会年職
員等

0人

R3目標 R3実績
農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。ま
た、庁内での連携体制の検討や、農福連
携を希望する事業者（農業）への情報収集
など農福連携を推進するための体制づくり
を検討する。

0千円

R4目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.33 人 2回

3回

0人
会年職
員等

3回

R2目標

2,695千円

R2その他職員
従事割合農福連携推進事

業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

- 0千円

1,436千円

0千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2実績

0人

4千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

4千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

R3その他職員
従事割合

1,400千円

50人2,633千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.33 人 R4目標

0.28 人

2,287千円

50人

R2予算現額 R2決算額

R2目標

989千円

R3決算額（見込み）

75.0%

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

-

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標0.18 人

0.24 人

R3正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3決算額（見込み）

49千円

R3予算現額

R2その他職員
従事割合

1,400千円

①0団

②0人

-

R2その他職員
従事割合

①姉妹都市から行政視察
団を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参
加した市民の数

0千円

指標名

どのように貢献したか

交流事業を通して、姉妹都
市との信頼関係の醸成に
寄与した。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

どのように貢献したか

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解を
深めた。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

外国人市民と日本人市民
との間の情報格差を減らす
ことに寄与した。

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係のさ
らなる発展に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう法定受託＋附加自治事務 法定受託事務

189千円法定受託事務 法定受託＋附加

R4目標0.28 人

R2目標

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理解
を達成することができた参加者の割合

-

R3実績

12千円

-

会年職
員等

～ 2,234千円

4,492千円

75.0%

様々な事業を通して姉妹都市を中心とした海外都市との関
係を構築する。
①姉妹都市との間で行政視察団の派遣・受入れを相互に
行い、先進的な取組等について行政情報の交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団の派遣・
受入れを相互に行うなど、信頼関係の促進に努める。

期間

0.55 人

国際交流推進事
業

R3目標

各国における新型コロナウイルス感染症の
流行状況を注視するとともに、各市と連絡
を密にとるなどして今後の交流事業を検討
していく。

31千円

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

-

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、姉妹都市からの行
政視察団の来訪がなかったため。

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

指標名

姉妹都市からの行政視察団の受入につい
ては実施できなかったが、子どもたちの絵
画を通した交流を行うことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

所沢市自治基本条例、第６次所沢市総合計画前期基本計画

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R3予算現額

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

国際友好委員会
交付金

根拠法令

期間

重要 自治事務

0人

①0団

②1つ

R3目標

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

交流事業実施の際には、より多くの市民の
参加が望めるような内容での実施が求め
られる。また、新型コロナウイルス感染症
の動向をふまえて、交流事業の新たな実
施方法を検討していく必要がある。

友好委員会事業に参加した市民の数
外国の文化や姉妹都市交流に対する市民の興
味・理解を促進する必要があるため。

ディケイター市姉妹都市締結50周年記念
植樹スペースの補修及び過去の交流資料
（VHS・カセットテープをVHSへ）の保存事業
を進めるなどして、過去の交流記録を整理
した。

-
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、予定していた事業
が実施できなかったため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①姉妹都市との交流

②市民の国際意識を高め
る事業

50人 -

韓国・安養市もしくは中国・常州市への市民訪問
団の派遣及び同市からの友好訪問団受入を予
定していたが、新型コロナウイルス感染症の世
界的流行により、中止となったため。

R2実績

-

R3実績

R2目標
551

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民間が
主体となった交流へと移っており、この流れを促進していく
ため、海外姉妹都市との交流を主体的に進める民間団体
に対して助成をし、その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓国・安
養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市から来訪す
る訪問団との交流③姉妹都市への文化・スポーツ団体等
の訪問団に対する支援④外国人市民との交流

重要

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

S55～

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

0千円

1,436千円

①0人（令和3年度事業中
止のため）

②0世帯（令和2年度事業
中止のため）

R3目標 R3実績

80.0% -

80.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R3予算現額

R3年度に改善した点

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

事業は中止となったが、令和元年度の派
遣員が作成したディケイター市及び本事業
を紹介するパネルを国際交流フォーラムで
展示し、市民への周知を図ることができ
た。

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、姉妹都市からの行政視察団の来訪がなかっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の世界的流行
が収束し、事業が再開できた際にも参加者
の安全を確保しながら実施できるよう、受
入先との調整を行っていく。

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

-

事業の目的及び具体的な内容

1,960千円

R2予算現額

新型コロナウイルス感染症の世界
的流行により、派遣員の派遣が中
止となったため。

指標名R2決算額

-

①所沢市からの派遣員の
人数（奇数年）

②所沢市における受入家
庭の数（偶数年）

事業に参加したことにより国際社会についての理
解度が深まった派遣員の割合

R3決算額（見込み）

551
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等の
交流を通して、外国人との相互理解を深めていくとともに、
将来を担う青少年に広い視野から郷土、国家、国際社会を
理解させることにより、次代を築く人材を育成していくことを
目的としている。
米国ディケイター市との間で、派遣と受入れを毎年交互に
行い、派遣員は一般家庭で2週間程度のホームステイを体
験し、生活習慣や文化を体験する。

H3～

期間

海外都市学生交
流事業

根拠法令

552
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

行政資料の多言
語化推進事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

A

多言語化を進めたい所属に対し、
やさしい日本語や翻訳に関する情
報を積極的に提供することで、「新
しく対応言語が増えた行政資料の
数」を増やすことはできている。引
き続き、効果的な周知や積極的な
協力を行うことで、外国人市民に
とって必要と思われる情報の多言
語化を推進していく。

R3年度に改善した点

①多言語化されている行政資
料の数

②他機関が作成した多言語資
料の活用数

新しく対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

外国人市民に母国語又はやさしい日本語で、分
かりやすく情報発信をしていく必要があるため。

外国人市民に直接情報を伝える手段とし
て、やさしい日本語版ほっとメールの配信
を開始し、関係各課に外国人市民への情
報提供の機会があることを周知し、やさし
い日本語の有用性を周知した。

R2目標

目標達成済

法定受託＋附加 45千円

第６次所沢市総合計画前期基本計画 15千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,450千円

①65

②38

R3目標 R3実績
職員への多文化共生の啓発が外国人市
民を意識した行政資料や行政情報の発信
につながるため、庁内各課の多文化共生
への理解を深める取り組みとあわせて行っ
ていく。

17

0.30 人

10

会年職
員等

期間 0.26 人 R4目標

Ｒ１～ 2,075千円 10

外国人市民に対し、市政情報を多言語（「やさしい日本語」
を含む）で提供し、言葉や生活習慣などの違いから日常生
活や災害時に感じる不便をなくすことを目的としている。
①年１回程度、庁内で多言語化に関する調査を行い、実態
に合った効果的な支援策を講じる。
②外国人市民のニーズが高い情報を多言語化するため、
関係課と連携し、多言語化の支援などを行う。
③やさしい日本語の普及を行う。

10 20

R2正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　奥井　祥三

82千円

46千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,793千円

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

31

目標達成済

2,614千円

会年職
員等

R2実績

①100%

②43

R2予算現額 R2決算額

13千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、例年と
は開催方法を変更し、展示イベントでの開催と
なったため。
（展示見学者数：824名）

① -

② -

590人

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R3実績

200千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

-570人

多文化共生を理解する場
を設けるとともに、支援を通
して外国人市民が日常生
活等で感じる不便さの軽減
に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

外国人市民の交流の場を
設け、コミュニティへの参加
を促すとともに、日本人市
民の国際理解を高めた。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

新型コロナウイルス感染症の状況をふまえ
て、安全なイベント開催方法を検討してい
く。また、より多くの外国人市民と日本人市
民との交流の場となるよう、実行委員会の
提案を尊重しながら、引き続き支援してい
く。

580人 -

0.35 人 R4目標

3,594千円
0人

会年職
員等

0人

新型コロナウイルス感染症の状況
を注視しながら、開催方法決定の
最終判断日を設定して大きな混乱
を招くことなく、安全なイベントを開
催できた。
市民が集いにぎわうコロナ禍以前
の開催方法を直前まで目指して準
備を進めたことにより、次年度へつ
ながる事業となった。

法定受託＋附加 200千円

第６次所沢市総合計画前期基本計画 200千円

H7～ 2,793千円

R2正規職員
人件費

外国人市民との共生意識の醸成を目的とする。
市内の国際交流ボランティア（団体・個人）が実行委員会を
組織し、年1回実施している。フォーラムでは①姉妹都市の
紹介②日本人、外国人市民がグループになって話す交流
会③舞台での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コーナー
（姉妹都市と本市の子どもが描いた絵の展示等）を実施し、
市民（外国人市民を含む）間のコミュニケーションの機会、
知人作りや国際理解の場を提供している。

0.44 人

自治事務

R3年度に改善した点

①外国人市民の交流

②初めて参加した人数

参加者数
外国人市民が増加しており、外国人市民との共
生意識を育んでいくには、より多くの方に本事業
に携わってもらうことが重要であるため。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

指標名

R3目標

法定受託事務

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

国際交流フォーラ
ム開催支援事業

根拠法令

期間

事業の目的及び具体的な内容

重要

出演予定であった参加団体・個人の紹介
展示や多文化共生の講話内容を紹介する
展示などを行い、国際理解を深める機会を
創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

553
企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

職員向け研修や庁内イントラネット
による情報配信等により、多文化
共生の意識は着実に高まってお
り、取り組む所属数が増えているた
め。

①研修及び講座参加者の
多文化共生への理解度

②多文化共生に取り組ん
でいる所属数

多文化共生に取り組んでいる所属数

R2目標

R3年度に改善した点

市全体で多文化共生に取り組むには、各所属で
多文化共生を理解して取組みを進めていく必要
があるため。

・外国人市民向けの市政情報等のメール
配信を開始した。
・市内日本語教室との連絡体制を整えた。
・外国人市民への実態調査を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、職員の意識啓発を行う。
外国人市民の実態を把握する調査につい
て、日本語教室と十分に連携し、新型コロ
ナウイルス感染症の動向をふまえながら、
実施時期を検討していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56千円

多文化共生推進
事業

根拠法令

第６次所沢市総合計画前期基本計画 77千円

事業の目的及び具体的な内容

R3目標

会年職
員等

期間 0.35 人 R4目標

日本人市民と外国人市民が互いの文化的な違いを認め合
い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員とし
ての共生意識を育むことを目的とする。
①多文化共生に関する研修や講座を実施する。
②NGOやボランティアと連携し、外国人市民への支援を行
う。

0.32 人 30

Ｒ１～

30

0人

43

45



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

R2決算額

0千円

会年職
員等

0.01人

207千円

会年職
員等

0.01人

R3その他職員
従事割合

0.05人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2決算額

R3その他職員
従事割合

453千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3予算現額

0人

10,534千円 0人

1.32 人

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標 R3実績

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R4目標

50.0%

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

①255

②15

50.0%

R2その他職員
従事割合

69.9% 文化芸術活動の発表とそれに触
れる機会を提供し、所沢の文化の
発展に寄与した。また、新型コロナ
ウイルス感染症発熱外来のため
に所沢中央病院に施設を提供す
ることで、地域医療に貢献した。H29～

市民が身近に文化芸術に
触れて豊かな生活を送るこ
とに貢献した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,192千円

2,633千円

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く）

50.0% 19.7%

R3決算額（見込み）

0.33 人

2,614千円

12,986千円

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活動等の
促進を図ることを目的とした施設であり、ギャラリーとして一
般利用に供することを目的としている。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度
を導入しており、指定管理者である公益財団法人所沢市公
共施設管理公社が実施している。

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民ギャラ
リー条例施行規則

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,225千円

R3正規職員
人件費

期間

３．すべての
人に健康と

福祉を

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症対応で
所沢中央病院に施設を貸し出すな
ど、変則的な対応を迫られたが、指
定管理者及び利用団体と密に調整
を図ることにより、大きなトラブルも
無く運営を行えた。

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」と
して、市民へ利用に供し文化芸術活動等の促進
を図るため、施設稼働率を指標とする。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3年度に改善した点

引き続き新型コロナウイルス感染症の対策
を行い利用者の安全を確保しながら、指定
管理者による自主事業の支援を行い、文
化芸術活動等の促進を図った。

より多くの市民に利用いただけるよう引き
続き指定管理者と連携し、新型コロナウイ
ルス感染症対策を徹底するとともに、広く
施設の周知を図っていく。

どのように貢献したか

R3年度に改善した点

―

どのように貢献したか

どのように貢献したか

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

根拠法令

R2決算額 指標名

13,725千円

①年間施設利用日数（日）

②利用件数（団体・個人）

重要 自治事務
①「音まちコンサート」の実
施

②「まちなかコンサート」の
実施

R2予算現額

R3決算額（見込み）

278千円

176千円

0.82 人 R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容 R2実績

0.66 人

「音まち」推奨制度推奨数

R2目標

「音まちコンサート」については、感染症へ
の対応として会場をミューズに移し開催し
た。「まちなかコンサート」については、感染
症対策を徹底した上で開催した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

コロナ禍で人々に閉塞感が漂って
いる中で、音楽の力により人々の
生活にうるおいをもたらしていくた
め、コンサートを計4回開催し、「音
楽のあるまちづくり」を推進した。
一方では、コロナの影響により、市
中でのイベント開催が少なく、音ま
ち推奨制度の推奨件数が目標に
届かなかった。

感染症の状況も踏まえつつ、今後も市民が
音楽に触れることのできる機会を拡大する
方向で様々な取組を実施していく。

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベン
トの開催が困難であったと考えられ、目標の未達
成となった。

B

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を主目的
とせず、広く市民を対象としている音楽行事を推奨す
ることで、本市を市内外にアピールしてイメージアップ
を図るため。なお、Ｒ4年度については、新型コロナウ
イルス感染症の影響を考慮し、前年目標と同一とし
た。

561

音楽のあるまちづ
くり推進事業

根拠法令

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

H25～

文化芸術基本法、所沢市音楽のあるまちづくり検討会議設置要綱

法定受託事務 法定受託＋附加

19件

6,544千円

R3正規職員
人件費

一
般

30件

298千円

指標名

①2回（いずれも特別公演）

②2回

16件

R3実績

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演
奏する機会、聴く機会を常に身近なものとして定着させ、豊
かな音楽文化が持続的に発展できるよう取り組んでいく。
プロ、アマを問わず音楽を通じた交流や音楽環境の活性化
を図る.
①「音まち」推奨制度・・・音楽情報サイトが独自に入手した
情報等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民の気軽
な鑑賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発表の
場、まちなかでの音楽鑑賞の場。
④「音まちMAP」発行等、各種PR事業。

1.27 人

30件

本市の文化芸術振興のため、所沢市民文化センターにおける事
業運営と施設管理を行い、市民の芸術に触れ合う機会の増進と
施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度を導入
しており、指定管理者である公益財団法人所沢市文化振興事業
団が実施している。
なお、平成３０年１２月から令和２年３月までは大規模改修を、令
和２年４月から令和１２年３月までは維持管理を、共にＰＦＩ事業者
が実施している。H5～

重要

期間

30件

R3目標5,391千円

R2予算現額 R2決算額 R3年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入
場率（％）

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く）

期間 1.40 人

65.0%会年職
員等

0人

根拠法令

542,120千円

施設稼働率は目標値をわずかに
下回ったが、ガイドラインの遵守や
感染症対策を徹底した上で、概ね
本来の運営体制とすることで、自主
事業も大方中止することなく実施で
きた。

10,373千円

51.5%

R2実績

R3目標

48.2%

11,172千円

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

本市の文化芸術活動の発信拠点として、
地域とも連携した事業を展開していけるよ
う引き続き指定管理者と連携を密に図り支
援していく。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 542,166千円

551,765千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額

46.8%

R3予算現額

所沢市民文化センターは、本市における文化芸術活
動の拠点であり、市民が芸術に触れる機会の増進を
図り、施設利用者の増加を促進するために施設稼働
率を指標とする。なお、R4年度については、新型コロ
ナウイルス感染症の影響がR3年度よりもさらに改善し
ていることを鑑み、R３年度実績比10％増とした。

ガイドラインの遵守や感染症対策を徹底す
ることで、自主事業を予定通り行えた。ま
た、管理棟のカフェが9月からリニューアル
オープンしたことにより、来館者へのサービ
スが拡充された。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

32.2%

R2年度と比較して、新型コロナウイルス感染症
の影響は徐々に改善傾向にあるが、R3年度中も
デルタ株やオミクロン株が流行するなど、コロナ
の完全な収束とはなっていないことが目標値未
達成の一因と考えられる。

①3,066（全14施設）

②6,476（全14施設）

③64.9％（チケット販売上限
枚数を100％として算出）

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター条例
施行規則

R2目標

551,864千円

R4目標

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク

市民文化センター
管理運営事業

事業の種別

一
般

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3～

期間

「空飛ぶ音楽祭」
開催事業

本市が推進している「音楽のあるまちづくり」を一層アピー
ルし、今後の活動の核となる事業として、「空飛ぶ音楽祭」
を開催し、「所沢＝音楽のまち」というブランドの醸成を目指
す。
「航空記念公園」と所沢市民文化センター「ミューズ」が隣
接して存在するという恵まれた環境を最大限に活かし、クラ
シックからポピュラーといった幅広い音楽をレパートリーとし
て、市内外から集まる観客に所沢の魅力をアピールしてい
く。

同イベントは開催中止となったが、出演者
の発表の場の創出やチケット購入者への
期待に応えるため、代替措置について検
討・調整を行った。
結果、主催者や会場を変更し、一部代替ス
テージが開催された。

目標設定の考え方・根拠

-

0人

イベントが開催中止となったため。

R3目標 R3実績

指標名

「音楽のあるまちづくり」の核となる事業として市
民へ一層アピールしていくため、入場者数を指標
とした。なお、R4年度は開催がないため、0人とし
ている。

R2実績

100,000人

R3目標値が未達成の理由・分析

延べ入場者数

1.59 人

0千円

R5年度の開催に向け、感染症対策を踏ま
えた開催方法等について実行委員会で検
討するに当たり、適切に支援していく。

根拠法令

文化芸術基本法、空飛ぶ音楽祭実行委員会補助金交付要
綱

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

650千円 新型コロナウイルス感染症の影響
により、同イベントが開催中止と
なった。

12,987千円

①イベントの合計数

②有料ステージの来場者
数

R2目標

R3年度に改善した点

①0

②0

100,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

561

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク

一
般

R2予算現額

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業 0.32 人

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

15.00人

25,864千円

会年職
員等

1,495千円

R2その他職員
従事割合

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.50人

新型コロナウイルス感染症の影響による普及公
開事業の中止や規模縮小などもあり利用者等は
減少しているが、令和２年度よりも回復傾向にあ
る。

8,600人

R2予算現額 R2決算額

1,450千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.47 人

会年職
員等

1.00人

R3実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

8,768千円

R3予算現額

370件

R3目標

359件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

14,376千円

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

27,224千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.91 人
会年職
員等

0.01人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

598千円

R2正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

①稼働日数

②稼働時間

③延べ演奏者数

④演奏時間

R3年度に改善した点

R3目標値が未達成の理由・分析文化
芸術
振興
課

事業の目的及び具体的な内容

本市が推進する音楽のあるまちづくりの一環として、所沢
の中心であるグランエミオ所沢（所沢駅）にストリートピアノ
を設置することで、駅を訪れる方々に自由にピアノを弾いて
もらい、街を歩くとふと音楽が聞こえてくる「音楽のあるま
ち」として所沢の魅力の発信を図る。

0千円

0千円法定受託事務 法定受託＋附加

R3実績

24,000人

約13,600人

R4目標

-

9,000人

R3目標
①182日
（9/4～事業開始）

②1,507時間

③約13,600人

④約1,133時間

-

延べ演奏者数

410千円

R2その他職員
従事割合

R2実績R2目標
A

街を歩くとふと音楽が聞こえてくる「音楽のあるま
ち」を一層アピールするため、延べ演奏者数を指
標とした。

音楽に触れる機会の拡大のため、会場の
グランエミオ所沢や市民ボランティアの
方々と協力しながら、ピアノの安定稼働の
継続を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

コロナ禍によるイベント自粛に伴い
音楽の演奏や鑑賞の機会が減る
なか、自由に演奏できるピアノを設
置することで、生の演奏に触れて
音楽によるうるおいと安らぎの機会
を創出できた。

コロナ禍でも人々が安心して参加できるよ
う、手指消毒液や検温器の設置、職員の
現地対応等、感染状況に応じた対策を行っ
た。
また、市民ボランティアに日々のピアノ管理
を担当していただいたことで、予算の抑制
と職員の事務負担の軽減を両立した。

37,674千円

S51～

期間

音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

重要 自治事務 法定受託事務

ストリートピアノ設
置事業

R3年度に改善した点

R3～

期間

開発等により破壊される前に確認調査によって遺構の
有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に遺跡に関す
る記録を行うことが当事業の目的となっているため、
確認調査の実施率を指標とし達成率100%を目標値と
した。

7,262千円

根拠法令

事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク

埋蔵文化財発掘
調査事業

文化芸術基本法、所沢市文化芸術振興ビジョン

一
般

自治事務

法定受託＋附加

最優先

実施計画ランク 事業の種別

R2実績

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

1.76 人

R3目標

文化
財保
護課

37,450千円

12,050千円

1.51 人

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行い、後
世へ伝えることを目的とする。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された段階で
確認調査を実施する。その結果、遺構が発見され、開発等
により破壊される可能性がある場合には発掘調査を実施
する。発掘調査は、正職員と会年職員等で調査の規模・期
間・難易度により適宜チームを編成して行う。

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

１１．住み続
けられるまち

づくりを

100.0% 100.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

発掘調査を進めることによ
り文化財保護と開発行為
の両立に貢献した。

発掘調査報告書は専門性を有する職員が
執筆するため、担当職員の業務量増加が
課題となっている。

380件

どのように貢献したか

R4目標

R3実績 開発に伴う確認調査件数や区画整理事業など
の大規模開発に伴う調査の増加により、業務量
の更なる増加が見込まれる。発掘調査の担当
職員は国の方針や県の基準により、考古学の
専門知識を有する者でなければならないとされ
ていることから該当する職員の増員等対策を講
じる必要がある。

R3目標値が未達成の理由・分析

3,431千円

R2実績

①年報掲載の確認・発掘
調査数

②報告書を刊行した発掘
調査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

新型コロナウイルス感染対策を講
じながらの調査業務であり、特に調
査にあたる職員の健康管理に注視
しながら着実に調査を実施し、目標
も達成している。

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開するこ
とが当事業の目的となっているため、報告書を刊行し
た発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の調査報
告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘調査次
数を加えたものを目標値とした。

0.43 人

R2正規職員
人件費

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数

R2目標

R3年度に改善した点

100.0% 100.0%

重要 自治事務

当初の予定通り調査報告書が刊
行されており、目標値を達成してい
る。しかしながら、未刊行の調査が
依然として多いことから、一つでも
多くの調査結果を報告書として刊
行できるよう引き続き取り組んでい
く。0.15 人

372件

360件

実施計画ランク

100.0%

①85件

②4件

③528.12㎡10.50人

562
文化
財保
護課

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

R3決算額（見込み）

9,722千円

S51～

期間

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開することで、市
民をはじめ歴史及び郷土研究への貢献を目的とする。ま
た、年報の刊行により発掘調査や確認調査の成果をいち
早く公開することで、市民や開発事業者等に所沢市の地中
に刻まれた貴重な文化遺産を周知し、文化財保護意識を
啓発することで、開発計画など遺跡の破壊を未然に防止す
る効果も期待できる。

1,225千円

会年職
員等

7.00人

会年職
員等

6.00人

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

目標達成済

11,452千円

R4目標

①101件

②13件

R2目標

10,364千円

指標名

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

特に新型コロナウィルス感染対策に注視し
業務を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

発掘調査報告書の刊行に
より、市民等に所沢市内に
残る遺跡の情報を公開し
た。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみん

なに

遺跡概要の説明を遺跡ごとにテンプレート
化し、市内全ての遺跡の説明文章を作成し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,287千円
①702

②3,578

③3,274

R3目標

3,751千円 8,600人

新型コロナウイルス感染症の影響により規
模を縮小して開催している「埋文まつり（埋
文教室）」について、次年度はひつとでも多
く講座を加えて元の規模に戻していくよう取
り組んでいく。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り事業規模を縮小しているため目標値
は達成できていない。埋蔵文化財は市
の貴重な歴史資料であり、市民共有の
財産として将来にわたって保存する意
義を理解してもらうためにも、出張授業
や「埋文まつり（埋文教室）」など事業を
通じた情報発信を行っている。今後も
様々な公開活用事業を通じて、本市に
とって貴重な歴史資料である埋蔵文化
財を、後世に伝えていくことの必要性
を、市民や開発事業者の皆さんに理解
していただけるよう、努めていきたいと
考える。

R3目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,919千円 ①小中学校対象（学校との
連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等
の人数
③外部貸出資料の利用者
等の人数事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

7,554人

郷土の歴史や埋蔵文化財保護について普及公開するた
め、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張授業等
②施設見学　③体験型イベント「夏休み埋文教室」の開催
（土器や勾玉作りの体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共
施設等への資料貸出・展示

0.28 人 3,320人8,600人

R3正規職員
人件費

R3実績

R2正規職員
人件費

４．質の高い
教育をみん

なに

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

埋蔵文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが
当事業の目的であるため、市民の関心や理解度
を図る数値として公開活用活動参加者数を指標
とする。

新型コロナウイルス感染症の影響により昨
年度の開催を見送った「埋文まつり」につ
いて、土器づくりと勾玉づくりの講座に絞っ
て「埋文教室」として開催した。

562
文化
財保
護課

期間

埋蔵文化財普及
公開事業

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 1,913千円

どのように貢献したか

H6～

R3年度に改善した点

普及公開事業により、市民
等に所沢市内に残る遺跡
の情報を分かりやすく伝え
た。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R4目標

561

562



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

1.03人

3,007千円

会年職
員等

6.00人

会年職
員等

2.00人

R3決算額（見込み）

会年職
員等

1人
7,980千円

6273人

8700人

0.69 人

①年度未個体数

②死亡数

③体験学習受入れ件数

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

0.05

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3,226千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

250人

79人

375人
①4,182㎡

②53名

③68名会年職
員等

３人

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

372件

359件

R3実績

会年職
員等

8.00人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2決算額

10,754千円

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行い、発
掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料として後世に
伝えていくため、次のような作業を行う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色　⑥報告
書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保存処理　⑩科学
分析　等

368件

1,470千円

1,676千円

①13件

②168件

③9点

R3目標

0.18 人

371件

0.21 人
会年職
員等

目標設定の考え方・根拠指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,243千円

R2予算現額

発掘調査の成果を報告書として刊行するために遺物
の整理を行うことが当事業の目的であるため、報告書
を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の
調査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載発掘
調査次数を加えたものを目標値とした。12,215千円

発掘調査報告書刊行調査次数

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・
化学分析

10,955千円

A

380件

R2実績

R4目標

当初の予定通り調査報告書が刊
行されており、目標値を達成してい
る。しかしながら、未刊行の調査が
依然として多いことから、一つでも
多くの調査結果を報告書として刊
行できるよう、その下地となる遺物
の整理保存に取り組んでいく。

R3年度に改善した点

遺物の収蔵スペースを確保するため、収
蔵庫の遺物収納箱の配置などを見直す作
業を進めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

担当職員は日中は発掘調査等の現場作
業に従事することが多く、整理作業員への
指示出しが遅れる傾向にある。事務の効
率化を進め、適切な事務分担に努める。

どのように貢献したか

遺物整理保存のより、後世
への記録作成と市民等に
所沢市内に残る遺跡の情
報を公開する下地を作っ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

S50～

期間

期間 0.50 人

中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のある長期的
な整備を進める事により、郷土の貴重な文化財である「滝
の城跡」を後世へ護り伝えていくための事業。主な内容は、
①保存管理計画の策定 ②史跡指定地内の遺構確認 ③危
険箇所の応急的な修繕 ④中世城跡として適切な保存整備
⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

事業の目的及び具体的な内容

4,306千円

0.52 人

3,990千円

指標名

4,311千円

R2予算現額 R2決算額

R2目標
R2その他職員
従事割合

①史跡整備に伴う発掘調
査延べ面積

②現地説明会参加者数

③発掘調査報告会参加者
数

R2正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 2,876千円

50人

4,247千円

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

2,414千円

R3予算現額
保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

自治事務

R2実績

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。

①553,968件

②288件

③17件

100人

R3目標

R4目標

R3実績

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

どのように貢献したか

現地説明会等の開催によ
り、市民等に調査成果を公
開した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保存
活動をしている団体の会員数、及び見学者（団
体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の現地
説明会参加者を指標とした。

有識者と協議しながら、整備に向けた資料
不足を補うよう発掘調査を行い、調査成果
を基にした史跡整備を進めていく。

新型コロナウイルス感染症の影響
を受けながらも、前年度刊行した調
査報告書の内容を市民に分かりや
すく伝えるため「調査報告会」や「現
地説明会」、地元中学生の団体見
学などを開催したことで目標値を達
成している。次年度も発掘調査を
実施し、整備に向けて着実な準備
を進めていく。

3367人

根拠法令

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染対策として、事業全般で
規模を縮小した開催としているため。

8700人

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

事業手法としてデジタルコンテンツも積極
的に取り入れ文化財の公開活用に努めて
いく。

R2実績

8700人

４．質の高い
教育をみん

なに

発掘調査にあたっては、安全面を重視して
測量用ピンポールを用いた概算計測を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

夏休み民俗資料館スタンプラリーに文化財
保護課の展示室も加えて開催した。

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

指標名実施計画ランク

562
文化
財保
護課

実施計画ランク

一
般

H19～

事業の目的及び具体的な内容
滝の城跡整備事
業

562

重要

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

B

新型コロナウイルス感染対策を行
いながら公開活用事業に取り組ん
できたが、事業規模を縮小して開
催しているため、目標値は達成で
きていない。多くの市民の皆さんに
文化財への興味関心を抱いていた
だけるよう、事業規模や事業手法
を検討して取り組んでいく。

４．質の高い
教育をみん

なに

R3年度に改善した点

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事業
への参加者数）

R4目標

①所沢市web文化財保護
課所管コンテンツ年間アク
セス総数
②所沢市web文化財保護
課所管コンテンツ月別最多
掲載数
③公開活用事業数

R2正規職員
人件費

文化財の公開や文化財を活用した事業を実施することで、
市民等に「ふるさと所沢」への愛着や、文化財を後世に残
す意義を伝えるために実施する。主な内容は、①指定文化
財等の情報公開 ②指定文化財等の管理 ③展示や講座な
どの指定文化財等の公開活用事業の開催

事業の目的及び具体的な内容

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

R2その他職員
従事割合

R3実績

1,649千円

会年職
員等

2,313千円

5,881千円

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

1,696千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R4目標

文化
財保
護課

期間 1.00 人

絶滅危惧種で国指定天然記念物「ミヤコタナゴ」の種の保
存と、環境学習等としての活用を図るために実施する。主
な内容は、①人工増殖による必要な個体数の維持 ②市内
小学校等での展示飼育（保護啓発と環境学習） ③中学校
での飼育体験

0.83 人

1,871千円

法定受託＋附加自治事務

根拠法令

R3目標値が未達成の理由・分析

過密飼育になることを避けるため、目標値より少
ない個体数に抑えたため。今後は幼魚の数を減
らすことなく成魚になるよう飼育していく。

R2目標

1,729尾

R2実績

R3目標

1,500尾

1,000尾

1,500尾

R3実績

根拠法令

重要

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少野生動植物の
種の保存に関する法律

H18～

法定受託事務重要

562
文化
財保
護課

0.72 人

一
般

ミヤコタナゴ保護
対策事業

指標名

3,356千円

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

H8～

自治事務 法定受託事務

期間

R3正規職員
人件費

R2予算現額実施計画ランク

法定受託＋附加 3,239千円

文化財公開活用
事業

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500を目標としていることから、当該年
度の人工増殖数を指標とした。 過密飼育を避けるため、目標値を1500尾

から1100尾として人工増殖を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

過密飼育になることを避けるため、
目標値より少ない個体数に抑えた
ため、わずかながら目標達成には
至っていない。今後は幼魚の数を
減らすことなく成魚になるよう飼育
し、引き続き個体数の維持に努め
る。

R3年度に改善した点

埋蔵文化財調査センター施設内において
人工増殖を行い、個体数維持に努めてい
るが、自然復帰に向けては放流場所の環
境など多くの課題があり、関係団体や関係
部署との連携を図ることが不可欠である。

B

目標設定の考え方・根拠

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖によ
り増加した個体数

1,459尾

小学校での飼育展示で環
境教育に貢献できた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,506千円

一
般

6,779千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①4,441尾

②914尾

③0件

文化財の公開・活用より、
所沢市の文化財を市民等
に魅力的に伝えた。

どのように貢献したか



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

会年職
員等

0.05人

R2決算額

8,409千円

2,031千円

408千円

0千円

R3実績

8,092千円

4件5件

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1900人

R2正規職員
人件費

1200人

4,492千円

R2予算現額 R2決算額

3,794千円

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

5,905千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①66件

②0件

0.22 人
会年職
員等

0.05人

会年職
員等

0人
0.17 人

①伝統芸能発表会の鑑賞者
数（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活
動参加者数（重松流祭囃子各
活動の出演者）
③岩崎獅子舞保存会の活動
参加者数（奉納岩崎簓獅子舞
の出演者＋来場者数）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

2,371千円 指定文化財の管理に必要な経費を少しでも市で
支援（補助金交付）することは、貴重な指定文化
財をより良好な状態で保存・管理することにつな
がるため指標とした。

①管理費補助件数

②修理等補助件数

目標設定の考え方・根拠

①172人

②368人

③0人

会年職
員等

0.02

会年職
員等

0人

R3実績

10日

493千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

4,389千円

2,709千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

496千円

R2決算額

R4目標

5,064千円

期間 0.55 人

自治事務重要

郷土の民俗芸能
支援事業

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

無形民俗文化財の紹介や
各保存団体への支援を行
い、本市の文化遺産保全
を図った。

A

R3年度に改善した点
新型コロナウイルス感染症の影響
により令和2年度開催を中止した第
14回「所沢市伝統芸能発表会」に
ついて、開催目的を例年の「市民
に対して伝統芸能への理解を深め
ること」から「新型コロナウイルス感
染症の影響により活動自粛が続い
ている民俗芸能継承団体の活動再
開への機運を高めるきっかけづく
り」に変更し企画・開催した。出演を
きっかけに活動を再開した継承団
体もあり、「重松流祭囃子保存会」
主体の披露日数も増え、目標値を
達成できた。

新型コロナウイルス感染対策を講じて第14
回「所沢市伝統芸能発表会」を開催。観客
を入れた開催であったが、当日映像の
YouTube公開も行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

郷土の民俗芸能の披露日数

指標名

R2目標

目標達成済16日

R3目標値が未達成の理由・分析
562

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H5～

根拠法令

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知し、その
技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民俗芸能を継承
する保存団体の存続と発展を目指す。主な内容は、①伝統
芸能発表会の開催（隔年） ②郷土の民俗芸能を継承する
保存団体の自主的な活動を支援

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R2予算現額

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周知
と継承、その保存団体の存続と発展を目的として
いるため、披露される日数を指標にしている。

0.62 人

1,357千円

R2実績

10日 0日

目標設定の考え方・根拠

指定文化財管理
費等補助事業

S56～

法定受託事務

R3目標

実施計画ランク

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例 9,179千円

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合一

般

4,901千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

5件

R2実績

目標達成済

期間 0.74 人 R4目標

4件①3578人

②243日

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

埋蔵文化財調査センター開設から
28年が経過し、施設の老朽化によ
る不具合が年々増加している。突
発的な不具合などにより、計画的
に修繕を行うことが難しくなってい
るが、必要箇所を見極めて修繕に
努めており、目標値を達成してい
る。

目標設定の考え方・根拠

施設建設後30年近くが経過し、想定外の
不具合が生じて緊急修繕を要することも増
えてきている。計画的な器具交換など、施
設の長寿命化に向けて適切な管理を行っ
ていく。

R3年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目的
であるため、修繕実施数を指標とし、過去3年間
の年間修繕件数の平均値を必要数と考え目標
値とした。

日々の維持管理において小さな修繕箇所
を発見し、職員ができることは業者任せに
せず実施するよう努めた。

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土遺物な
ど収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、埋蔵文化財に
関する各種情報を後世に伝えるとともに広く提供する施設
として、安全かつ適正に管理するために、施設管理業務委
託等による各種点検を着実に実施し、修繕箇所を見極めて
必要な修繕を実施する。

0.60 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,333千円

6件

①来館者数

②年間開館日数

年間の施設修繕件数

R3年度に改善した点

令和4年度秋の奉納が開催されるよう、指
定無形民俗文化財「岩崎簓獅子舞」の継
承団体である岩崎獅子舞保存会の活動再
開支援に努めていく。

10日

100.0%

市民共有の財産である文化財を継続的に
管理するため、適切な支援が行えるよう、
担当職員のスキルアップや、所有者（管理
者）との連絡を密にするなど、費用以外の
支援も積極的に図っていく必要がある。

100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

A

R4目標

R3実績

R2目標

指標名

所有者（管理者）の申請件数と交付件数の率
新型コロナウイルス感染対策などの相談
に対応している。

100.0%100.0%

R3目標

R2実績事業の目的及び具体的な内容
一
般

埋蔵文化財調査センターを
適切に管理し、所沢市内に
残る遺跡の情報を後世に
伝えるとともに、市民等に
発掘調査で得られた情報
を公開する。

どのように貢献したか

指定文化財管理費を補助
することで、指定文化財を
適切に管理し、良好な状態
で後世へ伝えていく。

４．質の高い
教育をみん

なに

100.0%

目標値は達成しているが、指定文
化財の種類により所有者（管理者）
が負担する経費が増大している。
所有者（管理者）とは平時から連絡
を密にし、補助金の適正な執行とと
もに、財政的な援助以外にも職員
ができる支援はないか、指定文化
財の維持管理に努める必要があ
る。

562

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H6～

文化
財保
護課

指標名

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

562
文化
財保
護課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

事業の種別

根拠法令

重要

市内に所在する指定文化財を保存・管理し、これを良好な
状態で後世に継承するために実施する。主な内容は、①市
指定文化財の所有（管理）者が補助金の交付申請をする
②文化財等保存事業費補助金等交付要綱に基づき交付
③実績報告により管理状況等を確認する

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

重要 自治事務

R3実績

1600人

1.05人

R3目標

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業 地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開を目的とする。

①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４回
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②地域の特色が見られる民具等の展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用されてい
る。

R3予算現額 R3決算額（見込み）

①144日

②6校

①開館日数

②来館小中学校数

3,910千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標
R2その他職員
従事割合

R4目標

会年職
員等

0.55 人

0.49 人

1521人

会年職
員等

1人

R2実績

935人

目標設定の考え方・根拠

来館者数

指標名

4,603千円

根拠法令

1,797千円

B

新型コロナウイルス感染症の影響
を受けながらも、個人や小学校団
体見学も昨年度より増え、目標値
は達成している。各地域に伝わる
民俗資料を保存・管理し、後世へ
護り伝えるための施設として、今後
も引き続きPRしていくとともに、小
中学校の郷土学習等の活用の充
実に努める。

R3年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
にみてもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館
者数の増加を目標とする。

小学校団体見学対応には郷土資料保存会
の協力を得ていたが、新型コロナウイルス
感染対策で協力を得られない時は職員対
応とし、希望の学校は全て受け入れを行っ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の種別

3,591千円

R2予算現額

根拠法令

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助金等
交付要綱

2,706千円

事業の種別

2,910千円

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

新型コロナウイルス感染症の影響から会員交
流が何年もできていない郷土資料保存会もあ
り、会員の高齢化などと合いまって存続の課題
が表面化してきている。民俗資料館は地域から
の要望により開館した経緯もあるため地域住民
の協力を模索し、行政と地域が連携して郷土資
料を後世に伝えていけるよう努めていく。

法定受託＋附加

各民俗資料館を運営する
ことにより、地域に伝わる
民俗資料を保存するととも
に、市民等に公開する。

どのように貢献したか

期間

S56～

自治事務 法定受託事務重要

一
般

562
文化
財保
護課

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施行規則



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

40.00人

会年職
員等

１１人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0.05人

①資料室入場者数

②講演会等来場者数

③冊子等販売数R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.05人

2,940千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

62千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

100千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,645千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.96 人

3,676千円
1.05人

会年職
員等

1.05人

0.45 人

R2予算現額 R2決算額

3,414千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3実績

①策定委員会、庁内検討
調整会議、ワーキンググ
ループ会議の開催数

②特別公開の参加数

③アンケート回答数

①７回

②124人

③53枚

会年職
員等

1.08 人

R3目標値が未達成の理由・分析

3,651千円

指標名

R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

675千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

1,200千円

歴史的建造物整
備活用事業

事業の目的及び具体的な内容

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

最優先 自治事務

R3年度に改善した点

歴史的建造物整備活用事業（秋田家住宅）への
関心度（アンケート回答数／参加者数×100）

これから整備活用を進めていく上で、秋田家特別公開
への来場者における関心度を図ることは、歴史的建造
物整備活用事業への関心度を把握することに繋がっ
てくる。そこで、関心度を上げていくことができれば、ふ
るさと所沢への愛着を深めるという事業を目的を遂行
できるため。

R2予算現額

公募市民委員の選出にあたって若い世代
の市民からの応募制としたことにより、多
世代構成の策定委員会となった。

根拠法令

B

R3目標

法定受託＋附加 0千円

45.0%

R2目標事業の目的及び具体的な内容

0千円

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

0.00 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

基本方針策定を進める過程で、整備に向
けて様々な課題が確認できた。基本方針
策定を進めながら、課題解決に向けた庁
内調整を進めていく。

42.7% 織物産業で栄えた所沢の
まちばの賑わいや昔の生
活を伝え、「ふるさと所沢」
への愛着と理解を深める。

40.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

-

R2実績

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名

563

所沢市ふるさと研究資料の利用等に関する要綱

文化
財保
護課

事業の種別

法定受託事務

根拠法令

４．質の高い
教育をみん

なに

-

期間

S63～

実施計画ランク

法定受託＋附加

H29～

自治事務 法定受託事務重要

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収集し、
積極的に活用できるよう整理するとともに、資料の劣化と亡
失を防ぐ手立てを構築することを目的とする。これまでに収
集した資料は、活用できるように把握・整理を進める。ま
た、資料（民具など）の受け入れを可能な範囲で行う。併せ
て、資料の代替物（マイクロフィルム・デジタルデータDVD）
作成に取り組む。

　本事業は、寿町に所在する秋田家住宅の整備及び保管中の中
心市街地の歴史的建造物の部材復元を進め、その活用を図るも
のである。郷土の歴史文化の情報発信及び様々な活動を展開す
ることで、ふるさと所沢への愛着と理解を深め、地域の活性化や
回遊性向上を図ることを目的とする。
　中心市街地は「飛行場のまち」であるとともに「織物のまち」とし
て繁栄し、その代表的綿糸商であった秋田家住宅は当時の記憶・
面影を残す国登録有形文化財（店舗兼主屋、土蔵、離れ、門及び
塀）である。

①マイクロフィルムに撮影
した古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請
件数

③資料寄贈・寄託者数一
般

7,661千円

R2目標事業の目的及び具体的な内容

8,618千円

収集・整理した資料の収蔵・保管環境が未
整備である。所沢市に関わる資料を後世に
伝えていくことは市の責務であり、収蔵施
設の整備に向けた具体的な検討を関係部
署とともに進めていく必要がある。

R2実績

目標達成済

40件

40件

R3目標

46件

40件

基本方針策定委員会の公募市民
選出にあたり「ふるさと所沢」の未
来を担う若い世代の声を反映させ
るため、年齢要件を設けて公募を
行ったことで、20代から70代まで各
世代の委員が集う世代バランスの
取れた審議体制が実現できた。目
標値は達成しているが、特別公開
アンケートによる数値であり、文化
財に興味関心のない市民から理解
を得ることも課題と捉えており、関
心度の更なる向上が必要であるた
めB評価とする。

資料の形態が、古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難で
あるため、数値化が可能な資料特別利用許可申
請件数を指標とした。

R3年度に改善した点

どのように貢献したか

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

3,612千円

①7,500コマ

②46件

③11人

郷土資料を収集・整理し、
保存して活用できる環境を
整えることで、市民等の学
習に役立てることができ
る。

資料の管理体制を強化するため、文化財
保護課と生涯学習推進センターふるさと研
究グループが組織統合した。

どのように貢献したかR3実績

指標の目標値を達成しており、資
料の収集・整理を進め、利用にも供
することができたと評価する。資料
の代替化についても計画的に進め
ることができている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

B

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室・講演会等来場者数と
冊子購入者延べ人数）を指標とした。

目標設定の考え方・根拠

三ヶ島葭子一筆箋の販売取扱いを三ケ島
まちづくりセンターにおいても開始した。

４．質の高い
教育をみん

なに

A
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み600人

新型コロナウイルス感染症の影響により、ボラン
ティア解説が4回（5・6・8・9月）中止となったため。
また、講演会は当初日程（9月）から延期して1月
に開催実施したが、感染不安や都合が合わなく
なったことからキャンセルの申込者がいたため。

目標設定の考え方・根拠

R2目標 R2実績

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり目標値はやや達成できてい
ないが、講演会など事業開催は積
極的に行っている。遠出できない今
こそ、より多くの市民に三ヶ島葭子
を知っていただけるよう、事業手法
をさらに検討していく。

600人

利用者数（資料室・講演会来場者数と冊子購入
者延べ人数）

R3目標値が未達成の理由・分析

315人

指標名

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは、資料の貸出や出版物等への掲
載、展示、放映などでの利用のこと

R4目標

40件

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

子ども向けリーフレットを活用した学校との
連携など、市内の子どもたちに三ヶ島葭子
の作品を紹介できるようPRを進めていく。

R3年度に改善した点

576人

どのように貢献したか

三ヶ島葭子資料室の運営
により、郷土の歌人・三ヶ
島葭子をはじめとした文学
についての学習機会を市
民等に提供している。

①455人

②42人

③79冊

R3目標 R3実績

R4目標

600人2,953千円

29,635.16㎡

H29～ 5,825千円 26,000㎡

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

34,500㎡

期間 0.73 人 R4目標

市内5箇所の土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護
するために実施する。主な内容は、①公衆用道路等の確
認調査（試掘）を行い遺構・遺物の有無を確認　②確認調
査（試掘）で検出された遺構の記録保存のための発掘調査
の実施　③発掘調査で出土した遺物・遺構の記録を整理し
て報告書を刊行

12,415千円

①28,396.16㎡

②1,239㎡

R3目標 R3実績

複数の土地区画整理事業が平行してお
り、限られた人数での調査が課題。

1.52 人 48,500㎡

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護条例

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

14,177千円

特に新型コロナウィルス感染対策に注視し
業務を進めた。

会年職
員等

優先 46,578千円 21,598千円

①確認調査面積

②発掘調査面積

土地区画整理事
業地内埋蔵文化
財調査事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

38,607千円

R2正規職員
人件費

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

51,311.31㎡

発掘・確認調査の期間及び面積が当初の計画よ
りも減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

開発により現地保存できな
い遺跡の発掘調査を実施
することにより、地中に残さ
れた所沢市の歴史を後世
に記録として伝えていく。

どのように貢献したか

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

当初想定より実際に調査した面積
が少なく目標値は達成できていな
いが、開発事業者から要請のあっ
た調査には全て対応している。

各土地区画整理組合（組合が認可されていない
箇所は土地区画整理組合設立準備会）と合意し
た確認調査（試掘）、及び記録保存のための発
掘調査面積

R2予算現額 R2決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

562
文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

三ヶ島葭子資料
室運営事業

事業の目的及び具体的な内容

重要

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先人への
理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する心を育てるこ
とを目的とし、講演会や文学散歩の開催、三ヶ島葭子資料
室だより「われもこう」の発行、市民ボランティアによる展示
解説会等を行う。

H6～

期間

根拠法令

社会教育法、文化芸術振興基本法

自治事務 法定受託事務

163千円

163千円

一
般

563

法定受託＋附加

0.37 人

0.36 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
計画
コード

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護課長　稲田　里織

1.90人

会年職
員等

1.90人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

会年職
員等

R2決算額

10,558千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,189千円

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市の歴史や自然などの本市に関する様々な分野の資
料の収集・保存・調査・研究を進め、常設展示や企画展示・
講座・体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷土へ
の愛着を深めるための事業を展開する。

6,000人

6,000人

6,000人

15,928千円
①2,919人

②5件

③410人
1.15 人

10,050千円

R3実績

1.95 人

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学
芸員の延べ人数

R3目標

9,526千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

新型コロナウイルス感染症の影響により、ふるさ
と研究講座入門編などの講座事業が開催できな
かったほか、開催した事業についても、密を防ぐ
ため参加人数を絞って実施しなければならな
かったため。

2,919人

R2実績

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数

3,587人

R4目標

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、目標達成率が前年度よりも
さらに落ち込み50%を割ってしまっ
たが、事業規模は縮小しながらも
展示・講座などの開催は積極的に
行っている。遠出できない今こそ、
より多くの市民に「ふるさと所沢」に
興味関心を抱いていただけるよう、
事業手法をさらに検討していく。

R3年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的のひ
とつであるため、参加者・利用者数を指標とし
た。 子ども向け事業として体験学習会「狭山丘

陵探検隊」を新たに開催した。

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただくため、従来とは違う事業
の実施方法がないか検討していく。

C

R3目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H7～ 9,177千円

R2目標

重要

根拠法令

期間

社会教育法、博物館法、文化財保護法

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

563
文化
財保
護課

ふるさと研究活動
事業

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

展示・講座の開催によっ
て、市民に「ふるさと所沢」
についての学習機会を提
供している。

４．質の高い
教育をみん

なに


